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１ 計画の目的 

平成２６年６月の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正に基づき、本市の教育、

文化及びスポーツの振興に関する総合的な目標や施策の根本となる指針として、平成２８年３月

に「熊本市教育大綱」が策定され、熊本市教育委員会では、平成２８年度から「熊本市教育大綱」

をもって本市の教育振興基本計画に代えることとしました。 

そこで、教育基本法第１７条第２項の規定に基づく「教育の振興のための施策に関する基本的

な計画」である「熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）［熊本市教育大綱］」（以下、

「基本計画」という。）を平成２８年３月に策定し、本市の教育が目指す基本的な方向と目標を

明らかにしました。 

この「熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画」（以下、「実施計画」とい

う。）は、「基本計画」に掲げる「重点的取組」及び「施策の基本方針」を実現するための様々

な「主な取組」を、総合的かつ計画的に推進することを目的としています。 

 

２ 計画の期間 

本実施計画の対象とする期間は４年間（平成２８年度～平成３１年度）とし、毎年見直しを行

います。  

 

３ 計画の対象 

本実施計画の対象は、教育委員会が所管する全ての取組（事業）だけではなく、教育委員会の

権限に属する社会教育や文化財に関する取組（事業）並びに基本計画に掲げる市長事務部局の権

限に属する文化、スポーツの振興、生涯学習及び福祉等の取組（事業）も対象としています。 

 

４ 計画の構成 

本実施計画は、主に以下の２つで構成します。 

(１) 重点的取組（第Ⅱ編） 

「基本計画」に示した、４つの重点的取組に対応した事業計画を示します。 

(２) 施策の基本方針（第Ⅲ編） 

「基本計画」に示した、７つの施策の基本方針に対応した事業計画を体系的に示します。 

 

本実施計画の取組（事業）は、「熊本市第７次総合計画」（以下、「総合計画」という。）に基づ

き、教育、文化及びスポーツに関する分野について、「施策の基本方針」に体系づけられていま

す。 

「重点的取組」は、施策の基本方針に位置づけられている取組（事業）のうち、４年間の計画

期間において集中的に取組んでいく取組（事業）を「重点的取組」の体系に整理したものです。 
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※ 職員人件費や管理事務に要する経費等を除く。 

 

５ 用語の定義、凡例 

「教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート」の記載要領は次のと

おりです。 

「１ 属性」 

 

右上欄に、当該取組を所管している課名を全て記載しています。 

(１) 「基本方針」 

基本計画に掲げる基本方針を示しています。 

(２) 「主な取組」 

「基本方針」を達成するための具体的な手段であり、個々の主な取組の目的が達成されるこ

とにより、基本方針が達成されることを想定しています。 

 

「２ 目的・成果」 

 

(１) 目的 

基本方針は、複数の「主な取組」によって構成されており、各々の取組目的が達成されるこ

１　属性

主な取組

① 豊かな心を育む教育の推進

道徳性や正義感、思いやりや自立心など、次代を担う子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むために、自然
体験や勤労体験などの体験的学習を充実するとともに、個性や能力を伸ばして自分らしい生き方を実現し、将来
活躍できるよう、キャリア教育の充実を図ります。

基本方針 （1） 徳・知・体の調和のとれた教育の推進
指導課　教育センター
人権教育指導室

H31 H35

134 136

小5 83 84

中2 75 75

ウ 人権に関する理解を深め、豊かな人権感覚を育て、自分を大切にするとともに、他の人を大切にする教育の充実を図ります。

検証指標 単位
基準値 実績値 検証値

２　目的・成果

目　的

ア 感動・感謝する心や郷土を愛する心など、豊かに生きるための基盤となる道徳性を育成する教育の充実を図ります。

イ 社会的・職業的自立に向けた力と豊かな人間性を育むために、キャリア教育、自然体験や勤労体験などの体験的学習の充実を図ります。

H27 H28 H29 H30 Ｈ31

道徳の時間に学んだことを自分の生活に生かしていると
思う子どもの割合（小５、中２）

％ 82.8 85.1 80.9 －

－小中学校における道徳教育の校内研修実施校数 校 117 120 130 －

－

％ 74.1 75.9 66.1 － －

　第Ⅰ編　実施計画の策定にあたって

Ｂ
　第Ⅱ編　重点的取組
　　⇒【A】に該当する事業のうち、当該取組に該当する事業を再掲

A
　第Ⅲ編　施策の基本方針
　　⇒教育委員会の所管する全ての事業
　　⇒市長事務部局が所管し、当該方針に該当する事業

※
全

事
業
【

A
】

に
該

当
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とにより基本方針が達成されるという、目的と手段の関係となっています。 

ここでは、基本方針を達成する為の手段である主な取組について、その対象を明確にし、対

象がどのような状態になることが目的かを記載しています。 

(２) 検証指標 

検証指標については、「総合計画」において、「施策」毎に基準値（平成２７年度）と検証値

（平成３１年度・３５年度）を設定しています。 

本実施計画では、「総合計画」の実績値の推移を把握するとともに、さらに「主な取組」レ

ベルにおいても事業の目的を踏まえた検証指標を設定し、基準値（平成２７年度）と毎年度の

実績値を示しています。  

ア 取組全体の成果を端的に表す指標の設定が困難な場合は、代表的な指標を掲げています。  

イ 検証指標の設定が困難な場合は、進捗状況などで表しているものがあります。 

 

「３ Ｈ３０年度の取組」 

この欄には、平成３０年度事業の中で、特徴的な主な取組み内容を記載しています。 

 

 

「４ 目的を達成するための手段（行政活動）」 

 

(１) 重点取組、目的 

重点的取組に該当する事業は、「重点取組」の欄に、該当取組の番号を記載しています。 

各事業の「目的」の欄に、該当する「２ 目的」の見出し記号の文字を記載しています。 

(２) 事業名、所管課、概要 

事業は、上位目的の「主な取組」を構成するもので、本市では予算の最小単位にあたります。

本計画では、「基本方針」を実現するために必要なすべての「事業」を対象とします。 

また、概要には、目的に対する手段としての取組を記載しています。  

(３) ４ヵ年の取組予定 

「２ 目的・成果」の実現に向けた事業の４ヵ年のスケジュールを記載しています。 

スケジュールの内容は本実施計画策定時のものであり、毎年度見直しを行います。 

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・道徳教育推進協議会において、道徳の教科化に向けた協議を行うとともに、道徳教育推進モデル校の設置、心かがやけ月間の継続的な取組み、道徳教育
推進研修会の開催など、道徳教育の充実を図る。
・芸術などの各分野で活躍している人や社会貢献・文化・スポーツ活動等で著名な郷土出身者を招聘し、児童生徒がホンモノに触れることで感性を磨いたり、
夢を育みよりよく生きようとする意欲を高めたりするなど、感性をみがく教育の推進を図る。
・スマートフォンなどの普及により、「ネットいじめ」や「スマホ依存」など、子どもたちを取り巻く環境が急激に変化していることから、このような課題を解決するた
め、教職員及び保護者、地域住民を対象とした熊本市情報モラル教育セミナーを行う。
・子どもの勤労観・職業観や感謝する心などの豊かな心をはぐくみ、主体的・実践的な態度を培うために、ナイストライ事業や勤労体験学習の活動の推進・充
実を図る。
・「児童の権利に関する条約」の周知と子どもの意見表明の場を確保するために子どもフォーラムを開催。

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 1 ア

2 1 ア

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

道徳教育総合支援事業 指導課

学校（園）、家庭、地域社会がそれぞれの役
割を果たしながら道徳教育を推進し、道徳教
育推進協議会の設置等により、道徳教育の
内容充実を図る。

指導方法の研修
授業改善

概　要
４ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

心の教育・体験学習推進
経費

指導課

各分野で活躍している人の講話を聞いたりす
ることで、子どもたちに夢や感動を与え、感性
をみがき、心の教育の充実、日本語力の向上
を図る。

講師の派遣
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６ 計画の進行管理について 

本実施計画では、「総合計画」と整合性を図りながら、「計画（Plan）→実施（Do）→評価（Check）

→改善（Action）」による「進行管理」を行い、事業の着実な推進と管理を行っていきます。 

また、必要に応じて「熊本市教育振興基本計画推進会議」を開催し、本実施計画の推進や進行

管理等について協議します。 

5
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（重点的取組）

重点的取組体系図

1

2

いのちを大切にする心の教育の充実といじめや不登校への細やかな対応

確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進

教員が子どもと向き合うための体制の整備

学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進

3

4
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１　属性

H31 H35

1.09 0.87

100 100

3　目的を達成するための手段（行政活動）

1 (1) ①

2 (1) ①

3 (1) ①

4 (1) ①

5 (1) ①

6 (1) ①

7 (2) ①

8 (2) ①

9 (2) ①

10 (2) ①
いじめ防止対策推進法
関連経費

総合支援課

熊本市いじめ防止基本方針に基づき、教
育委員会や各市立学校でいじめ防止等対
策を推進する組織を設置し、いじめの防止
を図る。

市いじめ防止等
対策委員会、学
校いじめ防止等
対策委員会の設
置

いじめ・不登校対策経
費

総合支援課

いじめや不登校等の未然防止、早期発
見、対応、緊急時の対応等を総合的に実
施し、いじめや不登校児童生徒の減少を
図る。

心のサポート相
談員、ユア・フレ
ンド、不登校対策
サポーター、緊
急対応相談員の
設置

スクールカウンセラー配
置事業

総合支援課
いじめ・不登校・暴力行為等の問題行動に
関し、専門的カウンセリング等による対応
を行うスクールカウンセラーを配置する。

スクールカウンセ
ラーの配置

スクールカウ
ンセラーの配
置（震災対応
も含む）

スクールソーシャル
ワーカー（SSW）配置事
業

総合支援課

いじめや不登校等諸問題の積極的予防及
び解消のため、スクールソーシャルワー
カーによる関係機関との連携を図り、課題
や環境の改善を行う。

スクールソーシャ
ルワーカーの派
遣

子どもフォーラム開催経
費

人権教育指導室

「児童の権利に関する条約」の周知と「子
どもの意見表明の機会」の確保を図るた
め、保護者や地域の大人も参加する子ど
もフォーラムを開催する。

子どもフォーラム
の実施

新計画での実
施

人権教育関係経費 人権教育指導室

人権教育を推進するための必要経費。各
種研修の開催や研究大会へ職員を派遣
することにより、教職員の基本的認識の確
立と指導方法の改善・充実、組織的な取
組の充実を図る。

校内研修の実施
研修会の実施

勤労体験学習事業 指導課

児童の体験不足を補うために、緑化活動、
勤労体験活動等を行い、食育や農業等へ
の理解を深め、子どもたちの社会性を養
い、豊かな心を育む。

農業生産活動、
緑化教育活動等
の実施

（心の教育・体
験学習推進経
費へ統合）

ナイストライ事業経費 指導課
中学２年生を対象に、職場体験活動等を
通して、生徒の豊かな心を育み、主体的・
実践的な態度を育成する。

体験活動の実施
（全中42校）

（心の教育・体
験学習推進経
費へ統合）

各分野で活躍している人の講話を聞いた
りすることで、子どもたちに夢や感動を与
え、感性をみがき、心の教育の充実、日本
語力の向上を図る。

講師の派遣

道徳教育総合支援事業 指導課

学校（園）、家庭、地域社会がそれぞれの
役割を果たしながら道徳教育を推進し、道
徳教育推進協議会の設置等により、道徳
教育の内容充実を図る。

指導方法の研修
授業改善

心の教育・体験学習推
進経費

指導課

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：重点的取組

総合支援課・指導課
・人権教育指導室

重点的取組 １
いのちを大切にする心の教育の充実といじめや不登校への細
やかな対応

・
自然体験などの体験学習、性に関する指導の充実などを通した「いのちを大切にする心」の育成を図るとともに、豊かな人間性や人権感覚な
ど子どもたちの心を育みます。

２　目的

目　的

・
いじめは絶対に許されない行為であることを子どもたち自身が十分に理解し、安心して楽しく学校生活を送ることができるような環境づくりを進
めます。

所管課 概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

・
子どもの些細な変化を見逃すことのないよう、教職員が一丸となっていじめを絶対に起こさない学校づくりに取り組むとともに、家庭と学校の連
携体制の強化を図ります。

検証指標 単位
基準値

H27 H28

Ｈ31

４ヵ年の取組予定

不登校の児童生徒の出現率（問題行動調査） ％

Ｈ31

1.31 1.60 － －

基
本
方
針

主
な
取
組

事業名

検証値実績値

－

いじめの解消率（問題行動調査） ％ 98 97 － － －

H29 H30

8



所管課 概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定基
本
方
針

主
な
取
組

事業名

11 (2) ①

12 (2) ①
学校非公式サイト等パ
トロール事業

総合支援課

ネットいじめや犯罪被害等の早期発見・早
期対応のため専門の業者に学校非公式
サイト等の検索・調査・削除代行業務を委
託する。

業務委託による
検索・調査・削除
代行等

教育相談等経費 総合支援課
発達や就学、いじめや不登校などの教育
に関する相談、不登校児童生徒に対する
適応指導を行う。

教育相談員の配
置

9



１　属性

H31 H35

0.2 1.0

1.6 2.0

1 (1) ①

2 (1) ②

3 (1) ②

5 (1) ②

6 (1) ②

7 (1) ②

8 (1) ②

9 (1) ④

10 (1) ④

重点的取組 2 確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：重点的取組

指導課・教育センター・総合支
援課

２　目的

目　的

・
子どもたちが将来の生き方や進路に夢や希望を持ち、その実現を目指して学校での生活や学びに自ら意欲的に取り組めるような魅力ある授
業づくりや環境整備に取り組みます。

・
小学校高学年における英語の教科化及び中学年における外国語活動の導入に対応した取り組みを推進し、豊かな語学力やコミュニケーショ
ン能力、異文化を理解する心を身につけたグローバルな人材の育成を図ります。

・
子どもたちや保護者に対しても、情報モラルに関する理解促進を図るため、中学校ごとに子どもたち自身が作成した「スマホルール」を家庭で
も実践するとともに、子どもたちが情報モラルについて、自ら考え行動するような学習の充実を図ります。

基
本
方
針

主
な
取
組

事業名 所管課 概　要

学校における情報モラル教育の充実と、
保護者・地域への啓発を目的に、子どもた
ちの取組事例発表・座談会などを行う。

推進リーダーへ
の研修実施

情報モラルキャラ
バンの実施

情報モラル教
育セミナーの
実施

4ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

学力向上対策経費 指導課

学力向上に向けた支援が必要な小学校に
対し、学力向上支援員を派遣する。また、
「学びノート教室」を開催し、子どもたちの
基礎学力の定着を図る。

学力向上支援員
の派遣、学び
ノート教室の開
催

情報モラル教育経費 教育センター

授業力向上支援員派遣
事業 指導課

授業力の優れた退職教員等を各学校に派
遣し、授業を参観し、授業に即して支援を
行い、教職員の授業力向上を図る。

授業力向上支援
員の派遣

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

教職員資質向上経費 教育センター

教育課程検討経費 指導課

小中一貫・小中連携教育を推進するため
に、小中一貫教育検討委員会を開催す
る。また、小中学校の教育課程のあり方を
検討する教育課程検討会議を開催する。

モデル校（６校）
における土曜授
業の実施（年４
回）

土曜授業の
実施

採用４年目から10年目以内の教員を対象
とした教師塾を開催し、授業の参観、研究
授業や講座を通して、授業力の向上を図
る。

研究授業の実施
実技講座の参加
招聘授業の実施

（教職員研修
経費（教育セン
ター）へ統合）

新学習指導要領全面実施に向け、外国語
指導助手（ALT）を段階的に拡充し、小学
校・中学校・高校において英語指導等を行
う。

ＡＬＴの招聘・活
用

外国語指導助
手（ALT）を段
階的に拡充

教職員の資質・指導力
向上経費

指導課

各地の特色ある学校に教職員を派遣した
り、校内研修等に熊本大学教育学部の教
授等を招聘し指導を受けることで、実践的
な指導力の向上を図る。

大学と連携した
研修の実施

検証値

ブラッシュアップイング
リッシュ事業

指導課
イングリッシュキャンプなどの体験活動的
な英語教育を実施する。

イングリッシュ
キャンプの実施

英語中核教員研
修

（外国語教育
推進経費へ統
合）

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

外国語教育推進経費 指導課

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

教職員研修経費 指導課
各種研修を実施することにより、教職員の
資質及び指導力の向上を図る。

英語・道徳の教
科化に向けた各
種研修の充実

検証指標 単位
基準値

H27 H28(※1) H29(※2) H30 Ｈ31

実績値

(※1)熊本地震の影響によりH28年度は調査日を変更して実施したため、指標の実績値としては非表示とする。(※2)Ｈ29年度より数値は整数で公表。

3　目的を達成するための手段（行政活動）

ポイン
ト

1.2 － 0 － －

全国学力・学習状況調査の本市平均正答率（％）と
全国の比較

小６

中３

ポイン
ト

▲0.6 － 1 － －
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基
本
方
針

主
な
取
組

事業名 所管課 概　要
4ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

11 (1) ④

12 (1) ④

13 (2) ②

14 (2) ②

15 (2) ②

16 (4) ②

17 (4) ②

教育の情報化推進経費 教育センター
「主体的・対話的で深い学び」の実現やプ
ログラミング教育の導入等に向け、小中学
校のICT環境を整備する。

小中学校への
ICT環境の整
備（電子黒板・
実物投影機導
入、先行導入
校へのタブレッ
ト端末整備）

全小学校への
タブレット端末
の整備完了

情報機器等導
入に伴う授業
支援の強化

幼稚園障がい児教育経
費 （政策）

総合支援課
一新幼稚園及び川尻幼稚園に「あゆみの
教室」を開設する。

「あゆみの教室」
の開設準備

川尻幼稚園で
の「あゆみの
教室」の開設・
実施

特別支援学校（小中学
部）設置

総合支援課 特別支援学校（小・中学部）の設置を行う。 設置準備

幼稚園障がい児教育経
費（経常）

総合支援課
向山幼稚園及び碩台幼稚園に設置してい
る「ことばの教室」を運営する。

「ことばの教室」
の実施

笑顔いきいき特別支援
教育推進事業

総合支援課

5地区21ブロックを単位とした地域や学校
間等の連携強化を図るとともに、特別支援
学級担当者等の専門性向上のための研
修を行う。

地域や校内支援
体制の整備、研
修の実施

平成さくら支援学校設
置

総合支援課 特別支援学校（高等部）の設置を行う。 設置準備

H29.4開校

地域教育情報ネット
ワーク経費

 教育センター

本市教育の情報化を進める上で、e-netを
適正に整備し、適切及び安全な運用を図
るとともに、教育の充実のために活用支援
を行う。

ネットワーク管
理・ＩＣＴ活用支援
等

ネットワーク最適
化の推進（ネット
ワーク分離・サー
バ更改・データセ
ンターへの移転
等）

ネットワーク最
適化に伴う運
用管理及び
ICT活用支援
等の強化
教員用パソコ
ン等の更新
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１　属性

H31 H35

1,050 1,250

42,000 45,000

3　目的を達成するための手段（行政活動）

(※)H28年度からの取組のため、H27年度基準値なし。

1 (2) ③

2 (2) ③

3 (2) ③

4 (2) ③

5 (2) ③

6 (3) ③

7 (5) ③

総合運動部原
則設置、練習
日、出場大会
の見直し等

先進地視察
制度設計

システム構築

家庭教育推進経費 青少年教育課
子を持つ保護者を中心に、家庭教育につ
いての学習機会を提供するとともに、その
重要性について啓発する。

運動部活動の見直し
健康教育課
政策企画課

小学校の運動部活動について、児童に
とって適切なスポーツ環境を確保するため
の見直しを行う。

小学校運動部活動を社会体育化へ移行
する場合の課題抽出モデル事業を実施す
る。

小学校の運動部
活動に関する指
針の改定と周知

モデル事業実施

各小学校での
検討・協議

課題の検証

家庭教育セミ
ナーの周知及び
開催

重点的取組 3 教員が子どもと向き合うための体制の整備

学校・地域連携推進事
業

学務課

「学校支援ボランティア」の充実を図るとと
もに、「学校評議員制度」を活用し、地域と
連携協力した開かれた学校づくりを進め
る。

先進的取組事例
の紹介及び初任
者研修会の実施

基
本
方
針

主
な
取
組

保護者からの学校教育に関するあらゆる
相談に応じる、学校教育コンシェルジュを
設置する。

1,201 －

4ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

給食費公会計化経費 健康教育課
給食費の公会計化（2020年度（Ｈ32年度）)
に向けた整備を行う。

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：重点的取組

総合支援課・教職員課・健康
教育課・学務課・青少年教育

課・政策企画課

２　目的

学級支援員派遣経費 総合支援課
教育活動において支援を要する小・中学
校に対し、担任の補助となる学級支援員を
配置する。

H31

実績値 検証値
検証指標 単位

基準値

H27

学級支援員の配
置

－

学校教育コン
シェルジュの設
置

40,383 － －

・
教員が心身ともに健康を維持して教育に携わることができるよう、教員の相談体制の充実を図るとともに、教員間で子どもたちに関する十分な
情報を共有し、教材研究や授業づくりに努め教員自らの資質能力を高めることができるよう、学校が一つのチームとして力を発揮するための
体制づくりを推進します。

・
保護者が抱える学校教育に関する悩みや不安の解決を図るための専門家の配置や関係機関との連携強化を図り、小学校の運動部活動に
ついては、教育活動としての意義や役割を踏まえつつ見直しを行います。

事業名 所管課 概　要

39,437

学校教育コンシェルジュの対応件数※ 件 － 967

小中学校の学校支援ボランティアにおける延べ活動者数 人

目　的

H28 H29 H30

38,892

学校教育コンシェルジュ
設置経費

総合支援課

・
家庭の教育力を向上させるための機会を拡充するなど、社会全体で子どもたちを支援する体制を構築し、教員が子どもたち一人ひとりと向き
合う時間の拡充を図ります。

教職員の健康管理対策
事業

教職員課

教職員並びに児童生徒及び保護者を対象
に、精神科医・臨床心理士による相談面接
を実施し、教職員等の心身の健康管理を
行う。

相談面接の実施
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１　属性

H31 H35

100 100

3　目的を達成するための手段（行政活動）

1 (1) ④

2 (3) ①

3 (3) ①

4 (3) ①

5 (3) ②

6 (3) ②

デジタル教材作成 教育センター
学校等の要望に応じて、各情報機器に対
応したデジタル教材を作成し、授業支援を
行う。

デジタル教材作
成と授業支援

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：重点的取組

学務課・施設課・指導課・健康
教育課・教育センター

２　目的

－

重点的取組 4 学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進

目　的 ・ 子どもたちが学習に集中できる環境整備に取り組むとともに、地域や関係機関と連携し、学校内外の安全対策を推進します。

検証指標 単位
基準値

H27

検証値

小・中学校普通教室への空調設備整備進捗率 ％ 0.7 0.7

基
本
方
針

主
な
取
組

事業名 所管課 概　要

H30 Ｈ31

実績値

4ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

66

H28 H29

－

登下校を含め、子ども達が安全な学校生
活を送るために、危機管理体制の充実や
環境整備を図る。

研修会や通学路
合同安全点検の
実施

有事の際に活用できるよう、熊本市の小学
校全校に配備している緊急警報システム
のメンテナンスを行う。

緊急警備システ
ムのメンテナンス

普通教室に空調設備の整備を行うため、
小学校分の設計及び工事等を行う。

普通教室への空
調設備整備工事
等の実施

小・学校安全対策経費 学務課

防災教育の推進 指導課

震災での体験や教訓等をいかした防災教
育を推進し、災害時にも「自助」・「共助」の
心で互いに支え合える人材の育成を図
る。

防災教育の調査
研究

副読本の作成
副読本を活用
した防災教育
の実施（全校）

小・空調設備整備経費 施設課

学校安全推進経費 健康教育課

中・空調設備整備経費 施設課
普通教室に空調設備の整備を行うため、
中学校分の工事を行う。

普通教室への空
調設備整備工事
の実施
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（基本方針） （主な取組）

安全で良好な教育環境の整備

学校教育と福祉の連携の推進

豊かな市民生活を楽しむための文化
の振興

生涯を通して健康に過ごすためのス
ポーツの振興

生涯を通して学び、その成果を地域に
活かすことができる環境の整備

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

　②　歴史的文化遺産の保存整備と活用

　①　スポーツ機会の充実

　②　競技力の向上

　③　スポーツ施設の設備・機能充実

　③　児童虐待への対応強化

　①　生涯学習社会の構築

　②　図書館･博物館･美術館等の機能充実

　③　家庭教育力の向上

　①　文化活動の支援

　②　最適な学習環境の整備

　③　学校規模の適正化と家庭・地域社会との連携強化

　④　放課後児童対策の推進

　①　障がいに関する相互理解の促進

　②　ライフステージに応じた継続的な支援の充実

　①　子どもたちの身近な安全対策の充実

　①　豊かな心を育む教育の推進

　②　確かな学力を育む教育の推進

　③　健やかな体を育む教育の推進

　④　社会の変化に対応した教育の推進

　⑤　まちづくりとの連携と郷土学習の推進

徳・知・体の調和のとれた教育の推進

施策の基本方針体系図

　①　いじめ不登校などに対する相談・支援体制の充実

　②　特別支援教育の推進

　③　教員が子どもと向き合う時間の拡充

(1)

(2)
子ども一人ひとりを大切にする教育の
推進
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（基本方針） （主な取組）

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：基本方針シート

　④　社会の変化に対応した教育の推進

　⑤　まちづくりとの連携と郷土学習の推進

　②　確かな学力を育む教育の推進

　③　健やかな体を育む教育の推進

（１） 徳・知・体の調和のとれた教育の推進

　①　豊かな心を育む教育の推進(1)徳・知・体の調和のとれた教育の推進

人として大切である豊かな心が育まれてこそ、知識や健やかな体が生かされると考え、本市の特色として、徳・
知・体の調和のとれた人づくりを目指し、以下の取組を推進します。

取組方針

基本方針
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１　属性

H31 H35

134 136

小5 83 84

中2 75 75

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 1 ア

2 1 ア

3 ア

4 2 ア

5 ア

6 1 イ

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （1） 徳・知・体の調和のとれた教育の推進 指導課・教育センター
人権教育指導室

主な取組

① 豊かな心を育む教育の推進

道徳性や正義感、思いやりや自立心など、次代を担う子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むため
に、自然体験や勤労体験などの体験的学習を充実するとともに、個性や能力を伸ばして自分らしい生き
方を実現し、将来活躍できるよう、キャリア教育の充実を図ります。

ウ 人権に関する理解を深め、豊かな人権感覚を育て、自分を大切にするとともに、他の人を大切にする教育の充実を図ります。

検証指標 単位
基準値 実績値 検証値

２　目的・成果

目　的

ア 感動・感謝する心や郷土を愛する心など、豊かに生きるための基盤となる道徳性を育成する教育の充実を図ります。

イ 社会的・職業的自立に向けた力と豊かな人間性を育むために、キャリア教育、自然体験や勤労体験などの体験的学習の充実を図ります。

H27 H28 H29 H30 Ｈ31

道徳の時間に学んだことを自分の生活に生かしてい
ると思う子どもの割合（小５、中２）

％ 82.8 85.1 80.9 －

－小中学校における道徳教育の校内研修実施校数 校 117 120 130 －

－

％ 74.1 75.9 66.1 － －

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・道徳教育推進協議会において、道徳の教科化に向けた協議を行うとともに、道徳教育推進モデル校の設置、心かがやけ月間の継続的な取組み、
道徳教育推進研修会の開催など、道徳教育の充実を図る。
・芸術などの各分野で活躍している人や社会貢献・文化・スポーツ活動等で著名な郷土出身者を招聘し、児童生徒がホンモノに触れることで感性を
磨いたり、夢を育みよりよく生きようとする意欲を高めたりするなど、感性をみがく教育の推進を図る。
・子どもの勤労観・職業観や感謝する心などの豊かな心をはぐくみ、主体的・実践的な態度を培うために、ナイストライ事業や勤労体験学習の活動
の推進・充実を図る。
・「児童の権利に関する条約」の周知と子どもの意見表明の場を確保するために子どもフォーラムを開催する。

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

道徳教育総合支援事業 指導課

学校（園）、家庭、地域社会がそれぞれの
役割を果たしながら道徳教育を推進し、道
徳教育推進協議会の設置等により、道徳
教育の内容充実を図る。

指導方法の研修
授業改善

概　要
４ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

各種団体助成 指導課

小・中学校のへき地教育及び各教科等教
育の諸問題を研究し、学校教育の推進を
図る。また、文化部活動を通して児童・生
徒の健全育成を図る。

文化部運営費・
遠征費補助

心の教育・体験学習推
進経費

指導課

各分野で活躍している人の講話を聞いたり
することで、子どもたちに夢や感動を与え、
感性をみがき、心の教育の充実、日本語
力の向上を図る。

講師の派遣

幼児教育経費 指導課

小学校入学への移行がスムーズに行われ
るよう、家庭・幼稚園・保育所を対象とした
「ピカピカ１年生カレンダー」を作成し、就学
時検診時に配布する。

カレンダーの作
成配布

情報モラル教育経費 教育センター
学校における情報モラル教育の充実と、
保護者・地域への啓発を目的に、子どもた
ちの取組事例発表・座談会などを行う。

推進リーダーへ
の研修実施

情報モラルキャ
ラバンの実施

情報モラル教
育セミナーの
実施

（教育指導行
政経費へ統
合）

ナイストライ事業経費 指導課
中学２年生を対象に、職場体験活動等を
通して、生徒の豊かな心を育み、主体的・
実践的な態度を育成する。

体験活動の実施
（全中42校）

（心の教育・体
験学習推進経
費へ統合）
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重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要
４ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

7 1 イ

8 イ

9 1 ウ

10 1 ウ

勤労体験学習事業 指導課

児童の体験不足を補うために、緑化活動、
勤労体験活動等を行い、食育や農業等へ
の理解を深め、子どもたちの社会性を養
い、豊かな心を育む。

農業生産活動、
緑化教育活動等
の実施

（心の教育・体
験学習推進経
費へ統合）

人権教育関係経費 人権教育指導室

人権教育を推進するための必要経費。各
種研修の開催や研究大会へ職員を派遣す
ることにより、教職員の基本的認識の確立
と指導方法の改善・充実、組織的な取組の
充実を図る。

校内研修の実施
研修会の実施

就職支援キャリア・アド
バイザー経費

指導課
就職支援キャリアアドバイザーの設置によ
る市立高校における生徒の就職活動支援
を行う。

生徒や保護者の
就職相談への対
応

新規求人の開拓
新規求人の開
拓（菊池市、玉
名市）

新規求人の開
拓（合志市）

子どもフォーラム開催
経費

人権教育指導室

「児童の権利に関する条約」の周知と「子
どもの意見表明の機会」の確保を図るた
め、保護者や地域の大人も参加する子ど
もフォーラムを開催する。

子どもフォーラム
の実施

新計画での実
施
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１　属性

H31 H35

0.2 1.0

1.6 2.0

635 670

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 ア

重

点

取

組

子どもたちが学ぶ楽しさや分かる喜びを実感できるような授業を推進し、確かな学力の向上に努めま
す。

小・学校図書館充実経
費

学務課

概　要

小６ ▲0.6 －

－1.2

H28(※1) H29(※2) H30

２　目的・成果

目　的

ア 少人数学級や少人数指導など、きめ細かな指導を通して、自ら学ぶ楽しさや分かる喜びのある授業づくりを進め、学力の向上を図ります。

検証指標 単位

中・学校図書館充実経
費

学務課

学校図書館の機能充実と円滑な運営のた
め、全中学校に司書業務補助員を配置す
る。また、「学校図書館図書標準」の全校
達成と、図書の更新を行う。

全中学校に学校
図書館司書業務
補助員を配置

中・就学援助経費

小・就学援助経費 学務課
経済的な理由によって、就学困難と認めら
れる児童の保護者に対し、就学に必要な
費用を援助する。

基準値

授業力向上支援員の派遣回数（小・中）

－
ポイン
ト

実績値 検証値

Ｈ31

－

－

－

H27

ポイン
ト

－

－

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・基礎・基本の問題集「学びノート」の積極的な活用を図るとともに、全小学校で放課後に3年生以上の希望者に対して学びノート教室を開催し、基礎
学力の定着を図る。また、教育課程検討会議を設置・開催し、授業時数や長期休業など教育課程のあり方について検討する。
・授業力の優れた退職教員を授業力向上支援員として、学校に派遣し、授業に即して支援するとともに、校内研修等の活性化を図る。

1

中３

複式緩和非常勤講師派
遣経費

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

指導課

中・校内LAN整備経費 学務課

校内研修や派遣研修などを実施するとともに、本市を担う若手教職員の育成を強化しながら、教職員の指導力の向上を図ります。

全国学力・学習状況調査の本市平均正答率（％）と
全国の比較（※）

0

基本方針 （1） 徳・知・体の調和のとれた教育の推進

② 確かな学力を育む教育の推進

指導課・教育センター・学務課
教職員課・市立図書館
必由館高校・千原台高校

イ

Ｈ28 Ｈ30 Ｈ31

新入学生徒学
用品費の前倒
し及び増額支
給の実施

　（※1）熊本地震の影響によりH28年度は調査日を変更して実施したため、指標の実績値としては非表示とする。　(※2)Ｈ29年度より数値は整数で公表。
３　Ｈ30年度の取組

回 600 638

目

的

事業名 所管課

小・校内LAN整備経費

中学校パソコン室等のパソコンを更新す
る。

老朽化したパソコ
ンの更新

中・教科書改訂経費

（地域教育情
報ネットワーク
経費に統合）

４ヵ年の取組予定

678

Ｈ29

学務課
小学校パソコン室等のパソコンを更新す
る。

老朽化したパソコ
ンの更新

（地域教育情
報ネットワーク
経費に統合）

新入学児童学用
品費の前倒し支
給の実施

新入学児童学
用品費の前倒
し及び増額支
給の実施

学務課
経済的な理由によって、就学困難と認めら
れる生徒の保護者に対し、就学に必要な
費用を援助する。

新入学生徒学用
品費の前倒し支
給の実施

学校図書館の機能充実と円滑な運営のた
め、全小学校に司書業務補助員を配置す
る。また、「学校図書館図書標準」の全校
達成と、図書の更新を行う。

全小学校に学校
図書館司書業務
補助員を配置

教職員課
小学校の複式学級を有する小規模校に補
助教員として非常勤講師を配置する。

非常勤講師の配
置

主な取組

平成27年度末で中学校教科書の採択期
間が満了となるため、指導書を含め全面
的な改定を行う。

指導書・教材の
購入
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重

点

取

組

概　要

Ｈ28 Ｈ30 Ｈ31

目

的

事業名 所管課
４ヵ年の取組予定

Ｈ29

9 ア

10 ア

11 2 ア

12 2 ア

13 ア

14 ア

15 ア

16 ア

17 ア

18 ア

19 ア

20 ア

21 ア

22 ア

23 ア

24 ア

25 ア

26 2 イ

学力向上対策経費 指導課

各学校における総合的な学習の時間の内
容充実を図り、「生きる力」の育成を図ると
ともに、円滑な学習が行われるように学習
環境の整備を行う。

指導課

指導課

教育指導行政経費

小・一般管理経費（指導
課）

教科内容充実経費（千
原台）

留学生交流経費（必由
館）

市立図書館

関係法令に基づき、小中学校で使用する
教科書の選定に関し調査研究する。

児童の学力の定着状況を調査し、調査結
果を指導内容の改善に役立て、一人一人
に応じた学力の向上を図っていくために、
学力検査を実施する。

学校への図書配
送や情報等によ
る運営支援の実
施

教育センター

生徒の教科や進路に対する認識の活性化
を図りつつ「新しく特色ある学校づくり」を行
うとともに、コース・学科の授業に必要な教
材を整備する。

授業に必要な教
材の整備

学校図書館と市立図書館等との連携のも
と、学校図書館支援センターを中核として
学校図書館の活用、運営支援、読書活動
の推進を図る。

教育課程検討経費 指導課

小中一貫・小中連携教育を推進するため
に、小中一貫教育検討委員会を開催す
る。また、小中学校の教育課程のあり方を
検討する教育課程検討会議を開催する。

モデル校（６校）
における土曜授
業の実施（年４
回）

学力向上支援員
の派遣、学びノー
ト教室の開催

教科用図書選定事務経
費

少人数学級関係経費
（指導課）

指導課

少人数学級・少人数指導の効果を高める
ために、指導方法の共有化や授業力の向
上に取り組み、教師の指導力の向上を図
る。

児童生徒に科学展・技術家庭科展・連合
音楽会等学習成果の発表の機会を与える
ことにより、子どもの社会性を養い、豊かな
感性や個性を育む。

学力検査の見直
し

採用４年目から10年目以内の教員を対象
とした教師塾を開催し、授業の参観、研究
授業や講座を通して、授業力の向上を図
る。

（教職員研修
経費（教育セン
ター）へ統合）

被災で滅失・棄
損した教科書等
の現物給付

サンアントニオ市
の高校生と留学
交流

必由館高校
国際理解を促進し、国際社会に貢献できる
人材を育成するためにサンアントニオ市の
高校生と留学交流する。

サンアントニオ市
の高校生と留学
交流

千原台高校

学務課
熊本地震の被災で、滅失・棄損した教科書
及び学用品を児童生徒に現物給付する。

中・一般管理経費（指導
課）

指導課

研究授業の実施
実技講座の参加
招聘授業の実施

必由館高校

生徒の教科や進路に対する認識の活性化
を図りつつ「新しく特色ある学校づくり」を行
うとともに、コース・学科の授業に必要な教
材を整備する。

奨学金貸付事業 学務課

経済的に修学困難な高校、大学等に在学
する生徒に奨学金を貸し付ける。貸付終了
後、奨学生からそれぞれの返還年数に応
じて返還を受ける。

経済的に修学困
難な高校・大学
生に奨学金を貸
付

学校図書館支援セン
ター推進事業

教科内容充実経費（必
由館）

授業に必要な教
材の整備

（震災）教科書・学用品
支給経費

教職員資質向上経費

留学生交流経費（千原
台）

千原台高校
国際理解を促進し、国際社会に貢献できる
人材を育成するためにサンアントニオ市の
高校生と留学交流する。

生徒の学力の定着状況を調査し、調査結
果を指導内容の改善に役立て、一人一人
に応じた学力の向上を図っていくために、
学力検査を実施する。

小学校教科書
選定

土曜授業の実
施

新学力検査の
実施

道徳（中学校）
教科書選定

学力検査の見直
し・新学力検査の
実施

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

新学力検査の
実施

道徳（小学校）
教科書選定

科学展・技術家
庭科展等の実施

事業の見直し検
討

地域人材や施設
を生かした学習
内容の充実

免許外教科担当解消等
非常勤講師配置事業

教職員課
小規模校における指導の充実及び児童・
生徒の学力の向上のため、当該免許を所
持している非常勤講師を配置する。

非常勤講師の配
置

総合的な学習の時間推
進経費

指導課

指導課

小中一貫非常勤講師派
遣経費

教職員課
小中一貫連携教育のための非常勤講師を
配置する。

非常勤講師の配
置

学力向上に向けた支援が必要な小学校に
対し、学力向上支援員を派遣する。また、
「学びノート教室」を開催し、子どもたちの
基礎学力の定着を図る。
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重

点

取

組

概　要

Ｈ28 Ｈ30 Ｈ31

目

的

事業名 所管課
４ヵ年の取組予定

Ｈ29

27 イ

28 イ

29 2 イ

30 2 イ

31 2 イ

指導課
授業力の優れた退職教員等を各学校に派
遣し、授業を参観し、授業に即して支援を
行い、教職員の授業力向上を図る。

授業力向上支援
員の派遣

（震災）教育センター災
害復旧経費

教育センター管理運営
経費

教職員研修経費 指導課
各種研修を実施することにより、教職員の
資質及び指導力の向上を図る。

英語・道徳の教
科化に向けた各
種研修の充実

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

教職員の資質・指導力
向上経費

指導課

各地の特色ある学校に教職員を派遣した
り、校内研修等に熊本大学教育学部の教
授等を招聘し指導を受けることで、実践的
な指導力の向上を図る。

大学と連携した
研修の実施

授業力向上支援員派遣
事業

熊本地震により損壊した教育センター庁舎
内の設備等の復旧を行う。

被災施設等の復
旧

教育センター

教育センター
教育に係る調査研究、研修講座の開設、
施設の維持管理などを行う。

調査研究・研修
講座の開設
センター施設維
持管理
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１　属性

H31 H35

小5
男子
女子

51.0
51.0

51.5
51.5

中2
男子
女子

50.0
50.0

50.5
50.5

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 ア

子どもたちの健やかな心身の育成を目的
とし、施設の維持管理、環境衛生の管理や
生徒の健康維持増進を図る。

安全・安心な給食を提供するために、非常
勤職員の雇用を行う。

子どもたちの健やかな心身の育成を目的
とし、施設の維持管理、環境衛生の管理や
児童の健康維持増進を図る。

子どもたちの健やかな心身の育成を目的
とし、施設の維持管理、環境衛生の管理や
生徒の健康維持増進を図る。

生徒健康診断、
学校環境衛生検
査の実施

Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定

児童健康診断、
学校環境衛生検
査の実施

Ｈ31

３　Ｈ30年度の取組

事業名 所管課

Ｈ28 Ｈ29

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・安全・安心な学校給食を提供するために必要な給食室等の管理運営を行うとともに、健やかな心身の育成及び生涯を通じて望ましい食生活を営
む態度を養うため、地産地消の推進や「ふれあい給食」を通じ、家庭や地域と連携を図りながら、食育を推進する。
・益城町への給食提供を行う。
・「いきいき健康づくりプログラム」を活用した体力向上の実践を推進する。
・市立の全小学校を対象とした「わくわくチャレンジ長なわとびフェスタ」を開催する。
・肥満度20％以上の児童生徒に「健康手帳」を配布するとともに、小児生活習慣病予防健診を実施する。
・夏休みプール開放事業を市教委と各学校のプール開放運営委員会が主催して開催する。

H27

重

点

取

組

目

的

概　要

生涯にわたって健康的な生活を送ることができるよう、基本的生活習慣の定着、運動の習慣化や食育
の推進など、子どもたちの健康増進や体力の向上に努めます。

主な取組

２　目的・成果

目　的

ア

運動の楽しさに触れ、運動習慣の確立につながるような取組を進め、子どもたちの体力の向上を図ります。イ

生涯にわたって健康的な生活を送ることができるよう、子どもの基本的な生活習慣を育成するとともに、食育を推進します。

H28 H29 H30

－

検証指標 単位
基準値 実績値 検証値

49.7
49.2

48.9
48.7

49.6
49.6

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

健康教育課基本方針 （1） 徳・知・体の調和のとれた教育の推進

③ 健やかな体を育む教育の推進

健康教育課
給食室の管理運
営

幼・給食管理経費（政
策）

健康教育関連教職員研
修経費

健康教育課

健康教育推進の中心的役割を担う養護教
諭等及び健康教育（保健・体育・安全・食
育）に関わる教職員の指導力向上のため
の研修会等を実施する。

健康教育担当職
員に対する研修
会実施

生徒健康診断、
学校環境衛生検
査の実施

健康教育課
子どもたちの健やかな心身の育成を目的
とし、施設の維持管理、環境衛生の管理や
生徒の健康維持増進を図る。

生徒健康診断、
学校環境衛生検
査の実施

健康教育課

健康教育課

健康教育課

市立幼稚園において、子どもたちの健やか
な心身の育成を目的とし、施設の維持管
理、環境衛生の管理や幼児の健康維持増
進を図る。

園児健康診断、
学校環境衛生検
査

49.5
49.6

－

50.6
50.9全国体力・運動能力、運動習慣等調査の体力

合計点の全国との比較（全国平均を５０とした
場合の熊本市の値）

ポイ
ント

幼・給食管理経費 健康教育課
安全・安心な給食を提供するために、給食
室の管理運営を行う。

給食室の管理運
営

49.7
49.7

－ －

中・保健管理運営経費

小・保健管理運営経費

ポイ
ント

高・保健管理運営経費

専修・保健管理運営経
費

幼・保健管理運営経費 健康教育課
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Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定
事業名 所管課

Ｈ28 Ｈ29

重

点

取

組

目

的

概　要

9 ア

10 ア

11 ア

12 ア

13 ア

14 ア

15 ア

16 ア

17 ア

18 ア

19 ア

20 ア

21 イ

22 イ

23 イ

24 イ

民間委託の実
施・拡大

小学校・単独調理場の給食調理・洗浄業
務の民間委託を行う。

安全・安心な給食を提供するために、非常
勤職員の雇用を行う。

小・給食管理経費（政
策）

いきいき健康づくりプログラムの活用ととも
に、新プログラムを作成し体力向上に取組
む。生活習慣病予防検診等を活用し生活
習慣病の予防を図る。

体力向上プログ
ラムの作成

小児生活習慣病
予防健診等実施

子どもの健康づくり・体
力向上推進経費

体力向上プロ
グラムの普及
啓発

ふれあい給食の
実施等

健康教育課

健康教育課
安全・安心な給食を提供するために、共同
調理場の管理運営を行う。

共同調理場の管
理運営

健康教育課

小・給食管理経費

中・給食衛生改善対策
経費

健康教育課

各種団体助成 健康教育課
健康教育関連団体の円滑な運営及び子ど
もたちの各種大会への参加を支援する。

大会遠征費補助
等

安全・安心な給食を提供するために、老朽
化したペン食器を計画的に更新する。

計画的なペン食
器の更新

食事環境整備経費 健康教育課

健康教育課
益城町の給食センターが復旧するまでの
間、同町の児童生徒に給食を提供する。

給食提供に向け
た準備

益城町への給
食提供

健康教育課

給食関係職員の技能向上等を目的とした
研修を実施するとともに、児童生徒が食へ
の理解や正しい食習慣を身につけるよう食
育を推進する。

益城町学校給
食センター再
開による提供
終了

夏休みプール開放事業
経費

健康教育課

給食室の管理運
営

児童生徒の健康・体力向上・健全育成の
ためのプール開放を行う。

プール開放運営
委員会による事
業実施

保健体育行政経費 健康教育課
保護者や関係機関と連携した健康教育の
推進、適正な運動部活動の推進のための
研修会及び健康教室を開催する。

学校保健合同研
修会等開催

共同調理場の給食調理・配送・洗浄業務
の民間委託を行う。併せて、民間委託業務
評価委員会で業務の履行状況を検証す
る。

民間委託の実施

評価委員会での
履行状況の検証

健康教育課
安全・安心な給食を提供するために、給食
室の管理運営を行う。

安全・安心な給食を提供するために、給食
室の管理運営を行う。

給食室の管理運
営

安全・安心な給食を提供するために、計画
的に真空冷却機を整備する。

計画的な真空冷
却機の整備

安全・安心な給食を提供するために、非常
勤職員の雇用を行う。

給食室の管理運
営

給食提供支援事業

給食室の管理運
営

共同調理場調理等業務
委託経費

健康教育課

健康教育課
学校給食用食材の共同購入を行なうため
に、熊本市学校給食会に対し、事業費補
助金の交付及び資金貸付を行う。

市給食会への事
業費補助

学校給食・食育推進事
業

健康教育課

学校給食物資共同購入
経費

中・給食管理経費 健康教育課

共同調理場管理経費

中・給食管理経費（政
策）

小学校給食調理等業務
委託経費

健康教育課
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１　属性

H31 H35

36 50

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 2 ア

4 2 ア

5 2 ア

6 2 ア

7 4 ア

３　Ｈ30年度の取組

小中学校への
ICT環境の整
備（電子黒板・
実物投影機導
入、先行導入
校へのタブレッ
ト端末整備）

全小学校への
タブレット端末
の整備完了

情報機器等導
入に伴う授業
支援の強化

教育の情報化推進経費 教育センター
「主体的・対話的で深い学び」の実現やプ
ログラミング教育の導入等に向け、小中学
校のICT環境を整備する。

ネットワーク最
適化に伴う運
用管理及び
ICT活用支援
等の強化

教員用パソコ
ン等の更新

ＡＬＴの招聘・活
用

外国語指導助
手（ALT）を段
階的に拡充

４ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・英語教育推進リーダーを中心とした教員の研修を計画的に実施し、研修受講者に英検等の外部試験の受検を促す。
・小中学校のICT環境を整備する。（電子黒板・実物投影装置：普通教室へ常設、タブレット端末：3クラスに1クラス分程度を配備（先行導入校24校））
・平成30年1月のネットワークサーバ更改後、定期的な協議を関係者と毎月１回実施する。

地域教育情報ネット
ワーク経費

 教育センター

本市教育の情報化を進める上で、e-netを
適正に整備し、適切及び安全な運用を図
るとともに、教育の充実のために活用支援
を行う。

国際教育関係経費 指導課

帰国・外国人児童生徒等に対する日本語
の指導及び学習指導、生活適応指導等を
行い、小中学校における外国人児童生徒
等の教育充実を図る。

通級・派遣指導
の実施

重

点

取

組

目

的

事業名

イングリッシュ
キャンプの実施

英語中核教員研
修

ネットワーク管
理・ＩＣＴ活用支援
等

ネットワーク最適
化の推進（ネット
ワーク分離・サー
バ更改・データセ
ンターへの移転
等）

所管課 概　要

ブラッシュアップイング
リッシュ事業

指導課
イングリッシュキャンプなどの体験活動的
な英語教育を実施する。

－36.9

２　目的・成果

目　的 ア
国際理解、ＩＣＴの活用能力や環境など、社会の変化に対応した教育を充実させ、子どもたちの意欲・関心を高めるとともに個性や能力を伸ばし
ます。

28

検証指標 単位
基準値

H27 Ｈ31

実績値 検証値

H28 H29 H30

英検３級程度の力があると思われる生徒の割合（中学３年
生）

％ 51.3 －

グローバル化や情報化の進展など社会の変化に対応できるよう、小学校からの外国語教育を充実さ
せ、国際理解教育を推進するとともに、ＩＣＴの活用能力の向上を図ります。

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （1） 徳・知・体の調和のとれた教育の推進 指導課・教育センター

④ 社会の変化に対応した教育の推進
主な取組

デジタル教材作成 教育センター
学校等の要望に応じて、各情報機器に対
応したデジタル教材を作成し、授業支援を
行う。

デジタル教材作
成と授業支援

新学習指導要領全面実施に向け、外国語
指導助手（ALT）を段階的に拡充し、小学
校・中学校・高校において英語指導等を行
う。

体験型エコセミ
ナーの実施

（外国語教育
推進経費へ統
合）

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

外国語教育推進経費 指導課

こどもエコセミナー経費 指導課
公害について学ぶ小学５年生が、公害被
害から環境再生へと立ち上がる水俣を現
地訪問することにより、体験を通して学ぶ。
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１　属性

H31 H35

46,00046,000

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （1） 徳・知・体の調和のとれた教育の推進 各区総務企画課・生涯学習
課・指導課

目　的

ア 地域の個性や特性を活かしたまちづくりを支援するとともに、地域の実情に応じたまちづくり活動の支援を行い、地域活動の活性化を図る。

イ 中学生の地域交流活動の実施など、地域交流の機会を充実します。

ウ 郷土の伝統や文化について理解を深め、地域社会に対する誇りや愛情を育てる。

⑤ まちづくりとの連携と郷土学習の推進

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取

組）

（中央区総務企画課）
地域、団体、学校等を対象として行う防災支援メニューを通した地域の子供達への防災に関する意識啓発、育成指導等を実施する。また、地元企
業と連携し、子どもたちが地域の人や店舗、自治会等を取材し、その魅力を発信する。その過程において、地域内のと交流を深め、地域や企業等
に関する理解や関心を高める。

（東区総務企画課）
東区民文化スポーツ交流事業で東区内の小学校交流サッカー大会を開催する。また、将来の地域の担い手となる中学生を対象に、地域について
話し合う中学生会議を開催する。

（西区総務企画課）
西区の豊かな農水産業に年間を通じて触れる「西区アグリ魚魚（ギョギョ）キッズ」を開催するほか、西区在住の小学生・中学生を対象にしたフォトコ
ンテストを実施する。また、民間事業者と協力して、西区の「地域の宝」を活用したまちづくりとして有明海の魅力を広くPRする「熊本港ファミリー釣り
大会」や西区の直線道路を活用した自転車レースなども実施を予定しており、地域・世代間交流を図る。

（南区総務企画課）
親子で防災について楽しく学ぶ「防災バスツアー」や「防災フォトロゲイニング」、子どもと地域住民が関わり合う場の提供を支援する「塚原古墳に一
泊体験」などを実施する。

（北区総務企画課）
地域全体で子ども達の健やかな成長を見守り、子どもを中心に区民の親睦と交流を図る「北区こどもまつり」や小学生を対象として区の花「ひまわ
り」を題材とした絵画コンクールを実施する。
また、北区いきいき交流スポーツ大会を開催し、各競技を通じて地域・世代間交流を図る。

（生涯学習課）
中学生と地域住民のふれあい促進を目的に中学校区を単位として実施する地域交流活動の事業費を継続して助成する。

（指導課）
社会科の歴史的分野や総合的な学習の時間における地域学習で、郷土読本や副読本を活用し、地域の伝統文化について学習を深めたり、熊本城
学習を取り入れたりしながら、郷土への興味や愛着を深める。

熊本の歴史や人々について学ぶ郷土学習を推進するとともに、地域の行事への参加を通して地域との
交流や連携を深め、子どもたちのふるさとへの理解や誇りを育みます。

２　目的・成果

－中学生地域交流推進事業への参加者数 人 45,357 41,473 42,253 －

検証指標 単位
基準値 実績値

３　Ｈ30年度の取組

主な取組

検証値

H27 H28 H29 H30 Ｈ31

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要
４ヵ年の取組予定

毎年度事業を
検討して実施

東区
まちづくり推進経費

東区総務企画

「自然豊かな　笑顔あふれる未来のまち
東区」の実現に向けて、区の特性を生かし
たまちづくりを推進する。
また、平成29年度から、地域課題解決に向
けた取組を支援する地域拠点<まちづくり
センター>を設置し、更なる参画と協働のま
ちづくりの推進を図る。

東区民文化ス
ポーツ交流事業
子どもの遊びプ
ランナー養成な
ど

まちづくりセン
ターの設置

毎年度事業を
検討して実施

中央区
まちづくり推進経費

中央区総務企画

「～新たな出会いと未来創造の都会～つな
がる中央区」の実現に向けて、区の特性を
生かしたまちづくりを推進する。
また、平成29年度から、地域課題解決に向
けた取組を支援する地域拠点<まちづくり
センター>を設置し、更なる参画と協働のま
ちづくりの推進を図る。

防災支援メ
ニューなどの実
施

まちづくりセン
ターの設置
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要
４ヵ年の取組予定

3 ア

4 ア

5 ア

6 イ

7 ウ

南区
まちづくり推進経費

南区総務企画

「～みんなでつなぎ、みがき、ひろげる　い
きいき暮らしのまち　南区」の実現に向け
て、区の特性を生かしたまちづくりを推進
する。
また、平成29年度から、地域課題解決に向
けた取組を支援する地域拠点<まちづくり
センター>を設置し、更なる参画と協働のま
ちづくりの推進を図る。

こども秋まつり

いきいきフェスタ
の開催など

まちづくりセン
ターの設置

フットパス

自然を活かし
たイベント開催
など

防災バスツ
アー
防災フォトロゲ
イング
塚原古墳に一
泊体験など

毎年度事業を
検討して実施

西区
まちづくり推進経費

西区総務企画

「金峰望む華のあるまち西区」の実現に向
けて、区の特性を生かしたまちづくりを推
進する。
また、平成29年度から、地域課題解決に向
けた取組を支援する地域拠点<まちづくり
センター>を設置し、更なる参画と協働のま
ちづくりの推進を図る。

子ども達との地
域づくりを考える
講演会

西区フェスタ・ス
ポーツ大会の開
催など

まちづくりセン
ターの設置

伝統文化保存
継承事業（子
ども神楽）

子ども農山漁
村交流事業な
ど

西区農水産
チャレンジプロ
グラム（アグリ
魚魚（ギョギョ）
キッズ）
熊本港ファミ
リー釣り大会
など

郷土学習の推進 指導課
郷土読本を活用した郷土学習や熊本城学
習など、郷土学習の充実を図る。

郷土読本の活
用、熊本城学習
の実施

毎年度事業を
検討して実施

中学生地域交流推進事
業経費

各区総務企画
課、生涯学習課

中学生に地域社会の一員として誇りや地
域への親しみを育むため、中学校区を単
位とした中学生と地域住民とのふれあい活
動を支援する。

中学生地域交流
推進事業実施団
体の支援

北区
まちづくり推進経費

北区総務企画課

「ず～っと住みたい“わがまち北区”」の実
現に向けて、区の特性を生かしたまちづく
りを推進する。
また、平成29年度から、地域課題解決に向
けた取組を支援する地域拠点<まちづくり
センター>を設置し、更なる参画と協働のま
ちづくりの推進を図る。

区の花「ひまわ
り」絵画コンクー
ル

北区こどもまつり
など

まちづくりセン
ターの設置

北区子どもま
つり

北区中学生交
流事業など

北区子どもま
つりなど
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（基本方針） （主な取組）

（2）子ども一人ひとりを大切にする教育の
　　推進

　①　いじめ不登校などに対する相談・支援体制の
　　　充実

　②　特別支援教育の推進

　③　教員が子どもと向き合う時間の拡充

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：基本方針シート

基本方針 （２） 子ども一人ひとりを大切にする教育の推進

取組方針
教員が子どもと向き合いながら、いじめや不登校の未然防止に努め、早期発見・早期対応を図るとともに、特別
な支援を必要とする子ども一人ひとりの将来の自立と社会参加に向けた学びの充実を図るために、以下の取
組を推進します。
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１　属性

H31 H35

3,000 3,100

100 減少

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 1 ア

2 1 ア

3 1 ア

4 1 ア

5 1 ア

6 1 ア

7 ア

8 ア

（震災）スクールカウン
セラー配置事業

総合支援課
熊本地震に伴う児童生徒の心のケアを行
うため、緊急スクールカウンセラーを配置
する。

震災対応スクー
ルカウンセラー
の配置

（震災）学校教育緊急ダ
イヤル設置経費

総合支援課
熊本地震後の学校再開に伴い生じた学校
教育に関するあらゆる相談に対し、相談者
の抱える課題や不安の解消を図る。

学校教育緊急ダ
イヤルの設置

学校非公式サイト等パ
トロール事業

総合支援課

ネットいじめや犯罪被害等の早期発見・早
期対応のため専門の業者に学校非公式サ
イト等の検索・調査・削除代行業務を委託
する。

業務委託による
検索・調査・削除
代行等

教育相談等経費 総合支援課

いじめ防止対策推進法
関連経費

総合支援課

熊本市いじめ防止基本方針に基づき、教
育委員会や各市立学校でいじめ防止等対
策を推進する組織を設置し、いじめの防止
を図る。

市いじめ防止等
対策委員会、学
校いじめ防止等
対策委員会の設
置

発達や就学、いじめや不登校などの教育
に関する相談、不登校児童生徒に対する
適応指導を行う。

教育相談員の配
置

いじめ・不登校対策経
費

総合支援課

いじめや不登校等の未然防止、早期発
見、対応、緊急時の対応等を総合的に実
施し、いじめや不登校児童生徒の減少を
図る。

心のサポート相
談員、ユア・フレ
ンド、不登校対策
サポーター、緊
急対応相談員の
設置

スクールカウンセラー配
置事業

総合支援課
いじめ・不登校・暴力行為等の問題行動に
関し、専門的カウンセリング等による対応
を行うスクールカウンセラーを配置する。

スクールカウンセ
ラーの配置

スクールカウン
セラーの配置
（震災対応も含
む）

スクールソーシャル
ワーカー（SSW）配置事
業

総合支援課

いじめや不登校等諸問題の積極的予防及
び解消のため、スクールソーシャルワー
カーによる関係機関との連携を図り、課題
や環境の改善を行う。

スクールソーシャ
ルワーカーの派
遣

H28

件

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定

2,773 2,890 2,903

－- 465 953

教育相談室への来所による相談件数

重

点

取

組

目

的

事業名 概　要

震災に伴うカウンセリングが必要な児童生徒数（小・中）　※ 人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※震災対応に特化した検証指標のため、基準値（Ｈ27年度末）は設定しない。

３　Ｈ30年度の取組

－

２　目的・成果

目　的 ア
いじめや不登校等の教育に関する相談に対して、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどの専門家との連携を図りながら、課
題解決に取り組みます。

H29 H30H27 Ｈ31

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・スクールソーシャルワーカーを教育相談室に配置し、関係機関との連携を図りながら児童生徒の家庭環境の改善を図る。
・スクールカウンセラーを42の全中学校区に配置し、全小中学校134校に対応する。
・震災に伴う心のケアを行うため、スクールカウンセラーをカウンセリングの必要性が高い学校へ配置する。
・不登校に課題を持つ小中学校に不登校対策サポーターを派遣し、現状分析及び課題解決のための助言を行う。

－ －

検証指標 単位

所管課

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

総合支援課基本方針

いじめや不登校などの相談に対して、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家
との連携を図りながら、適切な支援体制の整備を進めます。

基準値

① いじめ不登校などに対する相談・支援体制の充実

（2） 子ども一人ひとりを大切にする教育の推進

実績値 検証値

主な取組
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１　属性

H31 H35

560 570

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 2 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 ア

9 ア

特別支援学級等に在籍する児童の保護者
の経済的負担を軽減するため就学に係る
経費の一部を補助する。

対象保護者への
学用品費、給食
費等の支給

中・就学奨励経費 総合支援課
特別支援学級等に在籍する生徒の保護者
の経済的負担を軽減するため就学に係る
経費の一部を補助する。

中・階段昇降機整備経
費

小学校の修学旅行に際し、引率の教職員
だけでは対応できないと認められる児童の
保護者が修学旅行に付き添う場合に係る
経費を補助する。

総合支援課

階段昇降機の点
検・整備

対象保護者への
補助金支給

（階段昇降機
整備経費へ統
合）

対象保護者への
学用品費、給食
費等の支給

総合支援課

車椅子を使用する生徒が校内での移動を
安全かつ円滑に行えるよう、必要とする学
校に階段昇降機を配置するとともに、メン
テナンスを行う。

階段昇降機の点
検・整備

派遣研修の実
施

対象保護者への
補助金支給

総合支援課小・就学奨励経費

小・階段昇降機整備経
費

総合支援課

車椅子を使用する児童が校内での移動を
安全かつ円滑に行えるよう、必要とする学
校に階段昇降機を配置するとともに、メン
テナンスを行う。

中・修学旅行特別支援
経費

総合支援課

中学校の修学旅行に際し、引率の教職員
だけでは対応できないと認められる生徒の
保護者が修学旅行に付き添う場合に係る
経費を補助する。

小・修学旅行特別支援
経費

（階段昇降機
整備経費へ統
合）

Ｈ30

地域や校内支援
体制の整備、研
修の実施

笑顔いきいき特別支援
教育推進事業

総合支援課

5地区21ブロックを単位とした地域や学校
間等の連携強化を図るとともに、特別支援
学級担当者等の専門性向上のための研
修を行う。

各種団体助成（特別支
援教育関連）

総合支援課

４ヵ年の取組予定

Ｈ31

特別支援教育にかかる校内研修会の開催回数（幼・小・中・
高）

回

特別支援学級担当者等の更なる専門性の
向上を図るため、中堅職員を対象として、
特別支援学校等、先進校への派遣研修を
行う。

所管課 概　要

目

的

・ 市内５地区１園･21校を拠点校に指定し、各地域の取組の活性化を図る。
・ 特別支援連携協議会の設置や関係機関との連携、専門家チーム委員や特別支援学校及び小中学校教諭等による巡回相談員の活用等を通し
て、地域における総合的な支援体制の構築を進める。
・早期からの教育相談を充実するため、希望する全ての保護者を対象に年６回の「特別支援教育に関する就学説明会」を実施する。
・新設する特別支援学校の教員を養成するため、市立学校の教員を県立等の特別支援学校に1年間派遣し研修を行う。
・特別支援学校（小･中学部）の校舎建設に着工する。

地震により事業
中止

事業名

重

点

取

組 Ｈ29

550

（2） 子ども一人ひとりを大切にする教育の推進

検証指標 単位
基準値

目　的

H30

イ

H27

２　目的・成果

総合支援課・施設課・学務課

特別な教育的支援を要する子どもたちに対し適切な支援を行うために、教職員の専門性の向上や個別
の指導計画の作成・活用を通して、支援体制の充実を図ります。

実績値

Ｈ31

検証値

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

特別支援教育や特別支援学級の運営等を
研究している団体に対して負担金を支払
い、特別支援教育の更なる推進を図る。

団体への負担金
支払い

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

特別支援教育担当者ス
キルアップ派遣事業

総合支援課

Ｈ28

特別な教育的支援を要する子どもたちに適切な支援を行うため、教職員の専門性の向上や個別の指導計画の作成・活用などを通して、支援
体制の充実を図ります。

－ －544

市立特別支援学校高等部及び小・中学部の整備を進めます。

565

H29

② 特別支援教育の推進

ア

H28

３　Ｈ30年度の取組

主な取組

基本方針
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Ｈ30

４ヵ年の取組予定

Ｈ31

所管課 概　要

目

的

事業名

重

点

取

組 Ｈ29Ｈ28

10 ア

11 ア

12 ア

13 ア

14 ア

15 ア

16 ア

17 イ

18 2 イ

19 イ

20 イ

21 2 イ

22 イ

小・特別支援学級教室
改修経費

中・特別支援教育関係
経費（政策）

中・特別支援教育関係
経費

総合支援課

施設課
中学校の特別支援教室開設に伴い、必要
な教育環境を整備するため、教室等の改
修等を行う。

中・特別支援学級教室
改修経費

新設の特別支援学級において、教育活動
に必要な教材備品等を学級経営に合わせ
て整備する。

新設の特別支援学級において、教育活動
に必要な教材備品等を学級経営に合わせ
て整備する。

教室等の改修工
事を実施

備品等の整備

教室等の改修工
事を実施

特別支援学校（小・中学部）の建設を行う。
校舎等の新築等
工事を実施

消耗品等の整備

（中・特別支援
教育関係経費
へ統合）

備品等の整備

施設課
小学校の特別支援教室開設に伴い、必要
な教育環境を整備するため、教室等の改
修等を行う。

総合支援課

総合支援課
特別支援学級の授業等に必要な備品・消
耗品等を整備する。

消耗品等の整備

平成さくら支援学校建
設事業

小・特別支援教育関係
経費（政策）

総合支援課

特別支援学級の授業等に必要な備品・消
耗品等を整備する。

新設校関連経費（特別
支援学校分）

学務課
平成29年4月開校の平成さくら支援学校に
必要な初度備品等の購入を行う。

初度備品の購入

小・特別支援教育関係
経費

（小・特別支援
教育関係経費
へ統合）

施設課 特別支援学校（高等部）の建設を行う。
校舎等の新築工
事を実施

特支・一般管理経費 学務課

教育内容及び学習環境の充実を図るた
め、燃料光熱水費、施設修繕料、消耗品
費等の経費を措置し、円滑な学校運営を
行う。

学校運営に必
要な経費を措
置

特別支援学校建設事業
（小中学部）

施設課

階段昇降機整備経費 総合支援課

車椅子を使用する児童生徒が校内での移
動を安全かつ円滑に行えるよう、必要とす
る学校に階段昇降機を配置するとともに、
メンテナンスを行う。

階段昇降機の
点検・整備

平成さくら支援学校設
置

総合支援課 特別支援学校（高等部）の設置を行う。 設置準備

H29.4開校

特別支援学校（小中学
部）設置

総合支援課 特別支援学校（小・中学部）の設置を行う。 設置準備
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１　属性

H31 H35

1,050 1,250

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 3 ア

4 3 ア

5 3 ア

6 3 ア

7 イ

8 イ

管理職リーダーシップ
向上経費

教職員研修経費

教職員のキャリアステージに応じた資質や
指導力の向上、学校管理職としてのスキ
ルの修得と学校経営力の向上を図る研修
を実施するとともに、採用4年目から10年
以内の教員を対象に授業の参観や研究授
業を通じて指導力向上を図る教師塾を開
催する。

教育センター
学校管理職としてのスキルや資質・力量を
習得し、実践的かつ総合的な学校経営力
の向上を図る。

教育センター

総合支援課

学級支援員派遣経費

保護者からの学校教育に関するあらゆる
相談に応じる、学校教育コンシェルジュを
設置する。

学校教育コン
シェルジュの設
置

教職員課

教職員並びに児童生徒及び保護者を対象
に、精神科医・臨床心理士による相談面接
を実施し、教職員等の心身の健康管理を
行う。

相談面接の実施

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定

（教職員研修
経費（教育セン
ター）へ統合）

研修の実施

研修の実施

２　目的・成果

初任者研修に係る非常
勤講師配置事業

教職員課
初任者指導の非常勤講師、校内指導教員
の負担軽減のための非常勤講師を配置す
る。

非常勤講師の配
置

中学校教頭教科等非常
勤講師派遣経費

中学校の教頭が本来の職務に専念できる
よう、非常勤講師を配置する。

非常勤講師の配
置

967 1,201 －

基準値

H27 H28 H29 H30

実績値

－

目　的

ア 学校を取り巻く様々な課題解決の支援を行う体制を充実させ、教員が子どもと向き合う時間の拡充を図ります。

イ

Ｈ31

学校におけるマネジメント力を強化するための新任管理職を中心とした研修プログラムや、校務支援の充実を図るなど、効果的・効率的な学校
運営を推進します。

検証指標 単位
検証値

学校教育コンシェルジュの対応件数※ 件 －

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （2） 子ども一人ひとりを大切にする教育の推進

③ 教員が子どもと向き合う時間の拡充

総合支援課・教職員課・教育セ
ンター・健康教育課・政策企画

課

学校への人的支援の強化のほか、学校のマネジメント力強化に向けた管理職等の研修プログラムや、
校務支援の充実を図り、効果的・効率的な学校運営を推進するなど、教員と子どもがしっかりと向き合え
る環境づくりを行います。

主な取組

総合支援課
教育活動において支援を要する小・中学
校に対し、担任の補助となる学級支援員を
配置する。

学級支援員の配
置

健康教育課
政策企画課

小学校の運動部活動について、児童に
とって適切なスポーツ環境を確保するため
の見直しを行う。

小学校運動部活動を社会体育化へ移行す
る場合の課題抽出モデル事業を実施す
る。

小学校の運動部
活動に関する指
針の改定と周知

モデル事業実施

各小学校での
検討・協議

課題の検証

総合運動部原
則設置、練習
日、出場大会
の見直し等

教員育成指
標、研修内容
の見直し

研修の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※H28年度からの取組のため、基準値（H27年度末）は設定しない。

３　Ｈ30年度の取組

運動部活動の見直し

教職員の健康管理対策
事業

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・学校教育に関する保護者からの相談を電話、メール、面談等で応じる学校教育コンシェルジュを設置する。
・学級支援員137人（看護師14人含）を136校園（130校、6園）に配置する。
・教職員のキャリアステージに応じた研修を計画的・継続的に開催する。

事業名 所管課 概　要

教職員課

重

点

取

組

目

的

学校教育コンシェル
ジュ設置経費
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定
事業名 所管課 概　要

重

点

取

組

目

的

9 ア

10 ア

11 3 ア 給食費公会計化経費 健康教育課

主幹教諭の配置に係る
非常勤講師配置事業

教職員課
主幹教諭の授業等の負担を軽減し、その
業務を充実させることを目的に非常勤講師
を配置する。

非常勤講師の
配置

給食費の公会計化（2020年度（H32年度)に
向けた整備を行う。

先進地視察
制度設計

病休等代替非常勤講師
配置事業

教職員課
病気休暇等により教員が勤務できなくなっ
た場合に、代替の非常勤講師を配置し、円
滑な学校運営を図る。

システム構築

非常勤講師の
配置
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（基本方針） （主な取組）

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：基本方針シート

基本方針 （３） 安全で良好な教育環境の整備

取組方針
子どもたちが学校だけでなく登下校時や放課後においても、安全で良好な教育環境の中で過ごすことができる
よう、以下の取組を推進します。

(3)安全で良好な教育環境の整備 　①　子どもたちの身近な安全対策の充実

　②　最適な学習環境の整備

　③　学校規模の適正化と家庭・地域社会との連携
　　　強化

　④　放課後児童対策の推進
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１　属性

H31 H35

143 145

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 4 ア

2 4 ア

3 ア

4 4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 イ

9 イ
交通安全教育経費（政
策）

生活安全課
中高生を対象とした自転車交通安全教育
を実施し、交通安全思想の普及高揚及び
交通安全活動を推進する。

中高生対象の
自転車交通安
全教育の実施

食物アレルギー食に対応するため、臨時
職員を雇用する。

食物アレルギー
対応のための臨
時職員配置

指導課

学校安全推進経費 健康教育課
登下校を含め、子ども達が安全な学校生
活を送るために、危機管理体制の充実や
環境整備を図る。

研修会や通学路
合同安全点検の
実施

震災での体験や教訓等をいかした防災教
育を推進し、災害時にも「自助」・「共助」の
心で互いに支え合える人材の育成を図る。

防災教育の調査
研究

副読本の作成
副読本を活用
した防災教育
の実施（全校）

学校給食充実関連経費

防災教育の推進

健康教育課

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

２　目的・成果

ア
学校内外における子どもたちの安全確保を図るため、地域社会や関係機関と連携して、子どもたちが安全に安心して過ごせる環境整備を進め
るとともに、防災教育などの安全教育の充実を図ります。

H29

基本方針 （3） 安全で良好な教育環境の整備

① 子どもたちの身近な安全対策の充実

学務課・健康教育課・指導課
教育政策課・生活安全課

防災教育の充実や防犯対策等の強化など校内の安全対策はもとより、地域や関係機関と連携し、通学
路等の安全確保に取り組みます。

Ｈ31

目　的

H30H27

警察や地域の交通安全協会等と連携し、子ども等を対象とする交通安全教室を開催するなど市民の交通安全意識の啓発を図ります。イ

主な取組

検証指標
H28

実績値 検証値

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

単位
基準値

熊本地震記録集作成事
業

教育政策課

避難所として学校が体験した初期対応、避
難所運営、学校再開への取組等を記録と
して残し、防災機能の強化や防災教育の
取組の一助とする。

プロジェクトチー
ムの設置

記録集の作
成・保存

３　Ｈ30年度の取組

140 143 －

・学校安全担当者を対象とした学校安全教育研修会を開催する。
・通学路合同安全点検を19校を対象に実施する。
・熊本市通学路安全推進会議を開催する。
・各学校・園に１台ずつ配置しているＡＥＤの維持・管理を行う。
・屋外体育施設（鉄棒・はん登棒等）の買い替え、子どもひなんの家の設置を促進する。
・小学校全校に導入されている緊急警報システムの維持・管理を行う。
・副読本を活用した防災教育を実施する。

地震訓練の実施校数（幼・小・中・高） 校 139 －

小・学校安全対策経費 学務課
有事の際に活用できるよう、熊本市の小学
校全校に配備している緊急警報システム
のメンテナンスを行う。

緊急警備システ
ムのメンテナンス

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

概　要
４ヵ年の取組予定

（震災）避難所設置運営
経費

健康教育課
炊き出しに係る経費及び避難所運営に使
用した市立小中学校の医薬品等補充経
費。

炊き出しや医薬
品等補充の実施

（震災）避難所設置運営
経費

学務課
避難所運営に使用した市立小中学校及び
高校の消耗品等補充経費。

避難所運営に使
用した市立学校
の消耗品の補充

交通安全教育経費（経
常）

生活安全課
交通安全教育の
実施

幼児から高齢者まで各年代に応じた参加・
体験・実践型の交通安全教育を実施し、交
通安全思想の普及高揚及び交通安全活
動を推進する。
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重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

概　要
４ヵ年の取組予定

10 イ

11 イ

12 イ

13 イ 交通遺児対策経費 生活安全課

交通遺児の就学
援助、交通遺児
基金高額寄附者
への感謝状贈呈

交通安全運動経費（経
常）

生活安全課
第10次熊本市交
通安全計画の策
定

第10次計画の
推進

交通指導員による街頭指導を行い、地域
のリーダーとして、交通事故の防止及び地
域住民の交通安全意識の高揚・啓発を図
る。

交通指導員の運営団体である熊本市交通
指導員区協議会連合会への運営費補助を
行い、団体の活動を支援する。

安全かつ快適な交通社会を実現のため
に、広報活動を行うとともに、交通安全運
動を関係機関・団体等と連携し、交通安全
意識の高揚を図る。

交通遺児の健全な育成を図るため、交通
遺児援助基金からの運用収入等により、
就学援助金及び図書カードを支給する。

交通指導員経費（経常） 生活安全課
指定日の街頭指
導、及び各地域
での交通指導

交通指導員経費（政策） 生活安全課
団体への運営費
補助
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１　属性

H31 H35

100 100

100 -

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 ア

9 ア

                                                                                           ※震災対応に特化した検証指標のため、基準値（Ｈ27年度末）は設定しない。
３　Ｈ30年度の取組

老朽化した校舎、体育館の計画的な維持改修に努めるとともに、全小中学校の普通教室へのエアコン
の導入などにより、安全で良好な学習環境の整備を進めます。

学務課・施設課・学務課・健康
教育課・必由館高校・千原台

高校

- -学校施設の復旧事業進捗率（幼・小・中・高）　※

専修・一般管理経費 学務課

教育内容及び学習環境の充実を図るた
め、両高校に共通する経費を措置し、円滑
な学校運営を行う。

学校運営に必要
な経費を措置

小・一般管理経費 学務課

教育内容及び学習環境の充実を図るた
め、燃料光熱水費、施設修繕料、消耗品
費等の経費を措置し、円滑な学校運営を
行う。

高校一般管理経費 学務課

学校運営に必要
な経費を措置

教育内容及び学習環境の充実を図るた
め、燃料光熱水費、消耗品費等の経費を
措置し、円滑な学校運営を行う。

学務課

教育内容及び学習環境の充実を図るた
め、燃料光熱水費、施設修繕料、消耗品
費等の経費を措置し、円滑な学校運営を
行う。

学校運営に必要
な経費を措置

校舎増改築に伴
う備品の購入等

消防法改正に伴い小学校に設置してある
旧規格消火器の買替えを行う。

旧規格の消火器
の買換え

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定

中・旧規格消火器更新
経費

小・旧規格消火器更新
経費

中・校舎増改築関連経
費

学務課
校舎増改築に伴い、備品の購入及び備
品・機械警備の移設等を行う。

学務課
消防法改正に伴い中学校に設置してある
旧規格消火器の買替えを行う。

旧規格の消火器
の買換え

学務課

学校運営に必要
な経費を措置

中・一般管理経費

Ｈ31

小・中学校普通教室への空調設備整備進捗率 ％ 0.7 0.7 66 －

検証指標 単位
基準値

H27 H28

実績値 検証値

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

小・校舎増改築関連経
費

学務課
校舎増改築に伴い、備品の購入及び備
品・機械警備の移設等を行う。

校舎増改築に伴
う備品の購入等

基本方針 （3） 安全で良好な教育環境の整備

② 最適な学習環境の整備

H29 H30

２　目的・成果

目　的 ア 小中学校のエアコン整備や校舎の老朽化対策、施設の改善により、安全で良好な学習環境の整備を進めます。

－

- 51 94％

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・児童・生徒の安全を確保するため、学校施設の定期点検を行い、老朽化等で補修が必要な箇所の維持補修や校舎外壁の落下防止のため外壁
改修等を行う。
・多様化する学習形態に対応するための改修や学校施設に必要な設備、グラウンド、正門・フェンス等の整備を行う。
・小学校普通教室に空調設備（エアコン）の整備工事を行う。
・老朽化した学校施設（体育館･水泳プール等）の改築等を行う。
・熊本地震により被害を受けた学校施設の復旧を行う。

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

幼・一般管理経費 学務課

市立幼稚園において、教育内容及び学習
環境の充実を図るため、燃料光熱水費、
施設修繕料、消耗品費等を措置し、円滑な
幼稚園運営を行う。

幼稚園運営に必
要な経費を措置

主な取組
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

10 ア

11 ア

12 ア

13 ア

14 ア

15 ア

16 ア

17 ア

18 ア

19 ア

20 ア

21 ア

22 ア

23 ア

24 ア

25 ア

26 ア

27 ア

28 4 ア

小・一般管理経費（小規
模補修）

平成さくら支援学校の学校施設を適正に
維持管理するため、保守点検及び小規模
な補修等を行う。

保守点検及び小
規模な補修等の
実施

施設課
学校施設（小学校）を適正に維持管理する
ため、保守点検及び小規模な補修等を行
う。

保守点検及び小
規模な補修等の
実施

特支・一般管理経費（小
規模補修）

施設課

中・一般管理経費（小規
模補修）

施設課
学校施設（中学校）を適正に維持管理する
ため、保守点検及び小規模な補修等を行
う。

保守点検及び小
規模な補修等の
実施

必由館高校扇田グラウ
ンド関連経費

必由館高校
扇田グラウンドの移動フェンス購入等の整
備を行う。

移動フェンスの
購入及び設置

幼・一般管理経費（小規
模補修）

施設課
幼稚園施設を適正に維持管理するため、
保守点検及び小規模な補修等を行う。

保守点検及び小
規模な補修等の
実施

専修・一般管理経費（小
規模補修）

施設課

高・一般管理経費（小規
模補修）

施設課
学校施設（高等学校）を適正に維持管理す
るため、保守点検及び小規模な補修等を
行う。

保守点検及び小
規模な補修等の
実施

学校施設（中学校）の経年劣化等による維
持補修を行う。

改修工事等の実
施

学校施設（専修学校）を適正に維持管理す
るため、保守点検及び小規模な補修等を
行う。

保守点検及び小
規模な補修等の
実施

小・維持補修経費 施設課
学校施設（小学校）の経年劣化等による維
持補修を行う。

改修工事等の実
施

学校施設（専修学校）の経年劣化等による
維持補修を行う。

改修工事等の実
施

高・維持補修経費 施設課
学校施設（高等学校）の経年劣化等による
維持補修を行う。

改修工事等の実
施

専修・維持補修経費

中・維持補修経費 施設課

施設課

幼・維持補修経費 施設課
幼稚園施設の経年劣化等による維持補修
を行う。

改修工事等の実
施

小・施設整備経費

学校施設（中学校）の排水処理機能の改
善等を図るため、グラウンド、側溝等の改
修等を行う。

グラウンド、側溝
等の改修工事等
の実施

施設課
学校施設（小学校）に必要な施設及び設備
の整備等を行う。

施設及び設備の
整備工事等の実
施

小・校地整備経費 施設課
学校施設（小学校）の排水処理機能等の
改善を図るため、グラウンド、側溝等の改
修等を行う。

グラウンド、側溝
等の改修工事等
の実施

中・施設整備経費 施設課
学校施設（中学校）に必要な施設及び設備
の整備等を行う。

施設及び設備の
整備工事等の実
施

小・校舎外壁改修整備
経費

施設課
学校施設（小学校）の安全性を確保するた
め、危険箇所の外壁改修を行う。

外壁の危険箇所
の改修工事の実
施

中・校地整備経費 施設課

小・空調設備整備経費 施設課
普通教室に空調設備の整備を行うため、
小学校分の設計及び工事等を行う。

普通教室への空
調設備整備工事
等の実施

中・校舎外壁改修整備
経費

施設課
学校施設（中学校）の安全性を確保するた
め、危険箇所の外壁改修を行う。

外壁の危険箇所
の改修工事の実
施
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

29 4 ア

30 ア

31 ア

32 ア

33 ア

34 ア

35 ア

36 ア

37 ア

38 ア

39 ア

40 ア

41 ア

42 ア

43 ア

44 ア

45 ア

46 ア

小・義務教育施設整備
経費

施設課
小学校の老朽化した校舎・体育館の改築
工事や教室不足を解消するための校舎増
築工事を行う。

校舎・体育館の
増改築工事等の
実施

中・空調設備整備経費 施設課
普通教室に空調設備の整備を行うため、
中学校分の工事を行う。

普通教室への空
調設備整備工事
の実施

中・義務教育施設整備
経費

施設課

中・水泳プール整備経
費

施設課 中学校の水泳プールの改築工事を行う。
水泳プールの改
築工事等の実施

中学校の老朽化した校舎・体育館の改築
工事や教室不足を解消するための校舎増
築工事を行う。

校舎・体育館の
増改築工事等の
実施

必由館高校の校外グラウンドの移転に伴
い、施設整備を行う。

清水グラウンド設
備の撤去等

小・給食室施設整備（維
持）経費

健康教育課
安全・安心な給食を提供するために、老朽
化した小学校給食室の改修及び整備を行
う。

城山小ドライ
改修工事等の
実施

学校施設長寿命化関連
事業

施設課
老朽化した学校施設の再生整備をはかる
ため、（仮）学校施設長寿命化計画の策定
を行う。

（仮）学校施設長
寿命化計画の策
定

必由館高校扇田グラウ
ンド整備経費

施設課

高・一般管理経費（必由
館）

必由館高校
必由館高等学校の教育内容及び学習環
境の充実を図るため、燃料光熱水費等の
経費を措置し、円滑な学校運営を行う。

円滑な学校運営

中・共同調理場施設整
備経費

健康教育課
藤園共同調理場及び託麻共同調理場の
廃止に伴うプラットホームの新設工事等を
行う。

藤園中プラット
ホーム新設工事

託麻中プラット
ホーム新設工
事

高・教科管理経費（必由
館・経常）

必由館高校
必由館高等学校の教科管理を行うため、
非常勤講師報酬、事務補助賃金、パソコン
リース代等の経費を措置する。

非常勤講師雇用
等による教科管
理

高・施設管理経費（必由
館）

必由館高校
必由館高等学校の施設を維持管理してい
くため、機械警備、設備等保守点検委託、
施設修繕費等の経費を措置する。

施設の維持管理

高・施設管理経費（千原
台）

千原台高校
千原台高等学校の施設を維持管理してい
くため、機械警備、設備等保守点検委託、
施設修繕費等の経費を措置する。

施設の維持管理
に必要な経費を
措置

高・一般管理経費（千原
台）

千原台高校
千原台高等学校の教育内容及び学習環
境の充実を図るため、燃料光熱水費等の
経費を措置し、円滑な学校運営を行う。

学校運営に必要
な経費を措置

（震災）小学校施設災害
復旧経費

学務課
小学校の施設・設備の修繕、備品購入等
を行う。

小学校の施設・
設備の修繕、備
品購入

高・教科管理経費（千原
台・経常）

千原台高校
千原台高等学校の教科管理を行うため、
非常勤講師報酬、事務補助賃金、パソコン
リース代等の経費を措置する。

教科管理に必要
な経費を措置

（震災）中学校施設災害
復旧経費

学務課
中学校の施設・設備の修繕、備品購入等
を行う。

中学校の施設・
設備の修繕、備
品購入

（震災）小学校施設災害
復旧経費

学務課
小学校の施設・設備の修繕、備品購入等
を行う。

小学校の施設・
設備の修繕、備
品購入

（震災）中学校施設災害
復旧経費

学務課
中学校の施設・設備の修繕、備品購入等
を行う。

中学校の施設・
設備の修繕、備
品購入
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

47 ア

48 ア

49 ア

50 ア

51 ア

52 ア

53 ア

54 ア

55 ア

56 ア

57 ア

58 ア

59 ア

60 ア

61 ア

62 ア

（震災）高等学校施設災
害復旧経費

施設課
熊本地震により被害を受けた学校施設（高
等学校）の復旧工事等を行う。

復旧工事等の実
施

（震災）専修学校施設災
害復旧経費

施設課
熊本地震により被害を受けた学校施設（専
修学校）の復旧工事等を行う。

復旧工事等の実
施

（震災）高等学校施設災
害復旧経費   《補助対
象外》

施設課
熊本地震により被害を受けた学校施設（高
等学校）の復旧工事等を行う。

復旧工事等の実
施

熊本地震により被害を受けた給食室・ラン
チルームの復旧に係る修繕等を行う。

給食室等の修繕
の実施

（震災）小学校施設災害
復旧経費

健康教育課
熊本地震により被害を受けた給食室・ラン
チルームの復旧に係る設計、修繕、工事
等を行う。

給食室等の復旧
工事等の実施

（震災）幼稚園災害復旧
経費

施設課
熊本地震により被害を受けた幼稚園施設
の復旧工事等を行う。

復旧工事等の実
施

（震災）幼稚園災害復旧
経費

学務課 幼稚園の施設・設備の修繕等を行う。
幼稚園の施設・
設備の修繕

（震災）小学校施設災害
復旧経費

施設課
熊本地震により被害を受けた学校施設（小
学校）の復旧工事等を行う。

復旧工事等の実
施

（震災）高等学校施設災
害復旧経費

必由館高校
高等学校の施設・設備の修繕、備品購入
等を行う。

施設等修繕・備
品購入

（震災）中学校施設災害
復旧経費   《補助対象
外》

施設課
熊本地震により被害を受けた学校施設（中
学校）の復旧工事等を行う。

復旧工事等の実
施

（震災）中学校施設災害
復旧経費

施設課
熊本地震により被害を受けた学校施設（中
学校）の復旧工事等を行う。

復旧工事等の実
施

（震災）小学校施設災害
復旧経費  《補助対象
外》

施設課
熊本地震により被害を受けた学校施設（小
学校）の復旧工事等を行う。

復旧工事等の実
施

（震災）共同調理場災害
復旧経費

健康教育課
熊本地震により被害を受けた共同調理場
の復旧に係る修繕等を行う。

共同調理場の修
繕の実施

（震災）共同調理場災害
復旧経費

健康教育課
熊本地震により被害を受けた共同調理場
の復旧に係る設計、修繕、工事等を行う。

共同調理場の復
旧工事等の実施

（震災）小学校施設災害
復旧経費

健康教育課

学校電話及び自動応答
装置導入経費

学務課
教職員の負担軽減のため、自動応答装置
を付加した電話機を導入する。

導入

特支・維持補修経費 施設課
学校施設（特別支援学校）の経年劣化等
による維持補修を行う。

改修工事等の
実施
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１　属性

H31 H35

42,00045,000

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 3 イ

学校規模適正化経費 学務課
児童生徒の良好な教育環境を確保するた
め、学校規模の適正化について、検討を
行う。

学校規模適正化
の推進

実績値

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・適正化の対象となる小規模校の児童について、多様な意見に触れる機会を目的とした他校との交流を行う。
・地域人材を学校支援ボランティアとして活用し、特色ある教育活動及び地域に開かれた学校づくりを推進する。

小中学校の学校支援ボランティアにおける延べ活動者数 人

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

先進的取組事例
の紹介及び初任
者研修会の実施

概　要
４ヵ年の取組予定

松尾３校の統
合

白浜分校の統
合及び学校規
模適正化の推
進

区域外就学解消及び遠
距離通学関係経費

学務課

南越・焼野地区の区域外就学解消及び大
将陣地区の遠距離通学解消等を図るた
め、両地区のバス運行協議会への補助
と、小島小スクールバスの安全な運行を行
う。

区域外就学及び
遠距離通学解消
のため補助を実
施

市立幼稚園民間移譲関
連経費

教育政策課 市立幼稚園の円滑な民間移譲を行う。

熊本五福幼及び
古町幼稚園の民
間移譲引受法人
の選定

熊本五福幼及
び古町幼稚園
の民間移譲

学校・地域連携推進事
業

学務課

「学校支援ボランティア」の充実を図るとと
もに、「学校評議員制度」を活用し、地域と
連携協力した開かれた学校づくりを進め
る。

③ 学校規模の適正化と家庭・地域社会との連携強化

学務課・教育政策課

主な取組

39,437 38,892

H27 H28 H29

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

H30

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （3） 安全で良好な教育環境の整備

２　目的・成果

学校規模の適正化や校区の見直し、弾力化を進めるとともに、地域の実態に応じた学校運営ができるよ
う、家庭や地域社会と連携した学校づくりを進めます。

40,383 － －

検証指標 単位

ア 子どもたちが豊かな人間関係を築き、最適な環境で学習できるよう、学校規模の適正化や校区の見直し・弾力化を進めます。

目　的

Ｈ31

イ
地域の実態に応じたより良い学校運営ができるよう、学校支援ボランティア制度などの活用を通して、家庭や地域社会と連携した学校づくりを
進めます。

基準値 検証値
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１　属性

H31 H35

110,000 110,000

92 92

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 ア

9 ア

プレイパーク関連経費
各区総務企画
課、生涯学習課

地域が主体となり開設するプレイパークに
遊び材料・工作道具代やプレイリーダーの
養成・派遣などの支援を行う。

プレイパーク実
施団体の支援

地域子ども活動推進事
業

生涯学習課

子どもたちが様々な野外体験活動などを
通して、「生きる力」を育むことができるよう
指導者を養成し、安全で質の高い青少年
活動を推進する。

青少年指導者養
成事業の実施

４ヵ年の取組予定

校区青少年健全育成助
成

青少年健全育成大会経
費

生涯学習課

熊本市民総ぐるみによる青少年健全育成
活動の契機とするため、11月の「子供・若
者育成支援強調月間」に熊本市青少年健
全育成大会を開催する。

青少年健全育成
大会の実施

青少年が自ら「生きる力」を養いながら成
長していくことができる環境を整備するた
め、子ども会等のリーダーや野外活動の
指導者を養成する。

青少年団体の支
援

児童が放課後などを安全安心に過ごすため、放課後児童クラブの充実を図ります。

金峰山少年自然の家施
設整備経費

目

的

青少年活動支援経費 生涯学習課

各区総務企画
課、生涯学習課

地域と行政が協働し心豊かでたくましい
「生きる力」を備えた青少年の育成を図る
ため、校区青少年健全育成協議会の活動
を支援する。

金峰山少年自然
の家

野外教育施設として、安全確保や利用者
ニーズに応じた施設の維持補修及び計画
的な施設整備を行う。

海外の友好姉妹都市との青少年交流活動
を通して、両市の友好と親善を深める。

金峰山少年自然の家受
入主催経費

金峰山少年自然
の家

小学校の集団宿泊教室や少年団体などの
受入や主催キャンプ等を実施する。

青少年国内交流経費 青少年教育課

所管課 概　要

国内の友好姉妹都市との青少年の交流活
動を通して、両市の友好と親善を深める。

友好姉妹都市へ
の派遣を実施

友好姉妹都市
との相互交流
を実施

実施校の拡充
主催事業の新
規開発

修繕等の実施
老朽化設備の更
新

青少年国際交流経費 青少年教育課

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （3） 安全で良好な教育環境の整備

放課後児童対策の推進

２　目的・成果

全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすための居場所を確保し、多様な体験・活動を行うことができるよう、
児童育成クラブを整備するとともに、学びノート教室や放課後子どもスポーツ教室等の放課後子供教室との更な
る連携を図ります。

青少年教育課・各区総務企画
課・生涯学習課

④

主な取組

H27 H28 H30 Ｈ31

実績値

目　的

ア 青少年健全育成協議会の活動や冒険遊び場（プレイパーク）の開催など、地域交流の機会や活動拠点の充実を図ります。

イ

検証値

H29
検証指標 単位

基準値

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

青少年健全育成
協議会の支援

基本設計

友好姉妹都市2
市と実施

交流は休止し
内容や方法等
事業検討を実
施

一部交流を再
開。今後の交
流内容や方法
等を検討。

－

・校区青少年健全育成協議会、熊本市青少年健全育成連絡協議会の活動支援を行う。
・児童育成クラブ支援員の雇用条件の改善等により、人材の確保を行う。
・放課後児童支援員認定資格研修受講による有資格者の増員等による支援員のスキルアップを図るとともに、巡回指導員を継続配置し、クラブ運
営の充実を図る。
・施設整備及び学校施設の活用などにより児童育成クラブの環境整備の充実を図る。

耐震診断
整備方針検討

Ｈ31

－

重

点

取

組

地域における青少年健全育成活動への参加者数 人 108,230

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

99,928 120,170 － －

事業名

児童育成クラブの開設校区数 校区 89 91 91

41



４ヵ年の取組予定

目

的

所管課 概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

重

点

取

組

事業名

10 ア

11 ア

12 ア

13 ア

14 ア

15 イ

16 イ

17 イ

18 イ

19 イ
（震災・基金）放課後児
童クラブ利用者支援経
費

青少年教育課
被災家庭を対象とし、民営児童育成クラブ
の利用料を助成する。

利用料助成の実
施

児童育成クラブ管理運
営経費（政策）

青少年教育課

小学校区を単位として児童育成クラブを設
置し、支援員の下、児童が放課後や長期
休業期間を安全安心に過ごせるように管
理運営を行う。

有資格者（放課
後児童支援員）
及び巡回指導員
の増員

（震災）児童育成クラブ
災害復旧経費

青少年教育課
熊本地震により被災した児童育成クラブ施
設及び設備の復旧工事等を施工し、利用
者の安全確保を図る。

龍田西小児童育
成クラブの代替
教室の整備を実
施

児童育成クラブ施設整
備経費

青少年教育課
児童育成クラブの環境整備のために適切
な施設整備を行うとともに、学校施設の利
用等を推進する。

新規開設及び環
境改善のための
施設整備

（震災）児童育成クラブ
災害復旧経費

青少年教育課
熊本地震により被災した児童育成クラブ施
設及び設備の復旧工事等を施工し、利用
者の安全確保を図る。

帯山小児童育成
クラブ他30クラブ
の修繕等の実施

（震災）野外教育施設災
害復旧経費

青少年教育課
熊本地震により被災した少年自然の家施
設及び設備の復旧工事等を施工し、利用
者の安全確保を図る。

震災に係る施設
修繕及び復旧工
事

自然の家震災
復旧（設計・工
事）

（震災）野外教育施設災
害復旧経費

青少年教育課
熊本地震により被災した少年自然の家施
設及び設備の復旧工事等を施工し、利用
者の安全確保を図る。

被災度区分判定
調査

熊本市青少年問
題協議会（年1
回）の開催

熊本市成人式の
開催

青少年センター活動経
費

青少年教育課

地域及び関係機関との連携を強化し、街
頭指導活動を推進するとともに、健全育成
懇談会や非行防止教室を開催し啓発を行
う。

街頭指導の実施
健全育成懇談
会・非行防止教
室の開催

青少年問題協議会経費 青少年教育課
青少年問題に関する関係行政機関相互の
連携調整を図るため、熊本市青少年問題
協議会を開催する。

成人式経費 生涯学習課
20歳を迎えた新成人を対象に式典を開催
し、新成人としての責任や自覚を促す。
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（基本方針） （主な取組）

（4）学校教育と福祉の連携の推進 　①　障がいに関する相互理解の促進

　②　ライフステージに応じた継続的な支援の充実

　③　児童虐待への対応強化

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：基本方針シート

基本方針 （４） 学校教育と福祉の連携の推進

取組方針
子どもたちが持てる力を高めながら、将来にわたって心身ともに豊かな生活が送れるよう、それぞれの教育的
ニーズに応じた場で適切な指導や支援を行うとともに、要保護児童などの社会的課題を抱える家庭に迅速かつ
的確に対応できるよう、以下の取組を推進します。
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１　属性

H31 H35

3,000 4,200

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 イ

障がい者サポーターの登録者数（累計） 人

実績値 検証値

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

1,700 2,135 2,421 － －

３　Ｈ30年度の取組

H28

精神保健福祉室
本市における自殺予防対策事業を行い、
自殺対策の推進を図る。

普及・啓発・相
談・人材育成・自
死遺族支援

自殺対策計画
の策定

所管課 概　要
４ヵ年の取組予定

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （4） 学校教育と福祉の連携の推進 障がい保健福祉課
精神保健福祉室

① 障がいに関する相互理解の促進

２　目的・成果

障がいのある子どもたちに対する偏見や差別をなくし相互理解を深めるため、学校はもとより、社会全体
で、正しい知識の普及･啓発に取り組むとともに、ボランティアの育成や活動支援に取り組みます。

目　的

ア 障がいのある人に対する偏見や差別意識を無くし、相互理解を深めるため、正しい知識と理解の普及・啓発活動を推進します。

イ 市民による障がい者支援の活動が促進されるよう、ボランティアの育成や活動支援の充実を図ります。

検証指標 単位
基準値

H27 H29 H30 Ｈ31

主な取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・障害者差別解消法について、障がい者サポーター研修会等の機会を捉え、熊本地震を踏まえた市民への周知・啓発や職員への周知徹底を図る。
・障がい者サポーター研修会やワークショップなどを開催し、障がいに対する理解を市民等に広げる。

重

点

取

組

目

的

事業名

熊本市障がい者理解促
進事業

障がい保健福祉
課

障がい者に対する理解を市民等に広げて
いくため、障がい者サポーター制度の中
で、研修会・ワークショップ等を行う。

サポーター制度
の普及・啓発

障害者差別解消推進経
費

障がい保健福祉
課

障がいを理由とする差別の解消について、
市民の関心と理解を図るための啓発を行
う。

周知・啓発

地域自殺対策緊急強化
事業
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１　属性

H31 H35

11,00011,200

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 ア

9 ア

10 ア

検証値

－9,864 －

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・障がいのある児童を早期発見し、身近な地域の中で必要な療育支援が受けられるよう、区役所保健子ども課、保育所・認定こども園・小規模事業
所・幼稚園、学校及び保護者団体との連携を強化し、ネットワーク型の療育システムの充実を図る。
・子ども発達支援センターの相談支援体制の充実を図り、待機期間の短縮を目指す。
・向山幼稚園及び碩台幼稚園に設置している「ことばの教室」において、ことばの発達に関して課題のある子どもと保護者に適切な指導や助言を実
施する。

子ども発達支援センターにおける相談支援数 件 10,873 11,430

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （4） 学校教育と福祉の連携の推進
児童相談所・保育幼稚園課・子ども・
若者相談センター・子ども発達支援セ

ンター・総合支援課

H29 H30 Ｈ31

② ライフステージに応じた継続的な支援の充実

２　目的・成果

特別な支援を要する子どもたちのライフステージに応じた一貫した支援を行うため、発達や育児に関す
る相談、初期療育の支援、就学に関する相談、卒業後の進学や就労の支援等、教育と福祉のみなら
ず、労働などの関係機関との連携の充実を図ります。

目的 ア 障がい又は障がいの疑いのある子どもに関する相談、診察、検査、初期の療育などの支援を行います。

検証指標 単位
基準値

H27 H28

主な取組

実績値

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定

障害児施設利用負担助
成事業

児童相談所
障がい児が障害児施設を利用する場合の
負担額の一部を助成する。

負担金半額助成
負担金一部助
成

　

障害児童施設措置・給
付経費  （児相分）

児童相談所

保護者のいない児童等の養育のため、障
害児施設入所等に要する費用を交付す
る。また、指定知的障害児施設等の支援
に要する費用を支給する。

適切な費用の交
付及び給付

概　要

公立児童発達支援事業 保育幼稚園課

障がい児の支援として、児童発達支援、保
育所等への訪問支援事業、保育所等の保
育士を対象とした実践的研修等を実施す
る。

保育所等への訪
問支援、保育士
への実践的研修
の実施

私立保育所障害児保育
助成

保育幼稚園課
障がい児保育を実施している保育所等に
対し、保育士の人件費等の一部を助成す
る。

人件費の一部を
助成

夜間・休日子ども・若者
総合相談経費

子ども・若者総合
相談センター

夜間・休日等における子ども・若者に関す
る電話相談及び児童相談所の時間外電話
対応を行う。

相談対応及び
関係機関との連
携の充実

子ども・若者総合相談
センター運営経費

子ども・若者総合
相談センター

電話やメール、面接等により、子ども・若者
に関するあらゆる相談に対応し、緊急性や
専門性の高い相談については専門機関へ
つなぐ。

相談対応及び
関係機関との連
携の充実

地域療育関連経費
子ども発達支援
センター

ネットワーク型療育支援システムの構築や
地域の支援体制の充実等のため、会議開
催や発達支援ネットワークづくり等に取り
組む。

地域発達支援
ネットワークの充
実

子ども発達支援セン
ター運営経費

子ども発達支援
センター

障がい児等に対し、医師等の専門スタッフ
による相談、診察、検査、初期の療育、地
域支援等を行う。

障がい又は障が
いの疑いのある
子どもに関する
相談支援

子育てスマイルサポー
ト事業

子ども発達支援
センター

専門の相談員等を区役所保健子ども課に
派遣し、乳幼児健診後等の相談・支援業
務にあたり、専門相談・支援機関等とのス
ムーズな連携支援を行う。

スマイル相談、専
門職相談の実施

発達障がい者支援セン
ター運営事業経費

子ども発達支援
センター

自閉症等の特有な発達障がいを有する発
達障がい児（者）に対する相談支援・発達
支援・就労支援等を行う。

発達障がい児・
者の相談支援
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重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定
概　要

11 ア

12 2 ア

13 2 ア

向山幼稚園及び碩台幼稚園に設置してい
る「ことばの教室」を運営する。

「ことばの教室」
の実施

ペアレントトレーニング
事業事業

子ども発達支援
センター

保護者が発達障がいの特性を理解し、子
どもの行動を観察して適切な対応をする方
法を学ぶペアレントトレーニングや発達障
がいに関する講演会、未就園親子活動、
保育所等における発達支援コーディネー
ター養成を行う。

ペアレントト
レーニング・プ
ログラム、保護
者グループ、
未就園親子活
動、講演会、
発達支援コー
ディネーター養
成の実施

ペアレントト
レーニング・プ
ログラム、未就
園親子活動、
講演会、発達
支援コーディ
ネーター養成
の実施

川尻幼稚園で
の「あゆみの
教室」の開設・
実施

幼稚園障がい児教育経
費（政策）

総合支援課
一新幼稚園及び川尻幼稚園に「あゆみの
教室」を開設する。

「あゆみの教室」
の開設準備

幼稚園障がい児教育経
費（経常）

総合支援課
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１　属性

H31 H35

5,468 7,868

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 ア

9 ア

10 ア

管理運営業務の
実施

関係機関との連
携及び職員のス
キルアップ

検証値

－5,776 －

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・オレンジリボンキャンペーンにおいて、オレンジリボンサポーターの養成を行い、児童虐待防止の推進を図る。
・ＮＰＯと協働で里親制度の周知・広報を行うとともに、制度の充実を図り、積極的な活用検討を行う。
・「新しい社会的養育ビジョン」を受けて、国が作成した「都道府県社会的養育計画の策定要領」を踏まえ、「家庭的養育推進計画」の全面的な見直
し・社会的養育に関する新たな計画策定に向け、県と連携を図りながら策定準備を行う。

オレンジリボンサポーター養成講習会参加者数（累積） 人 4,987 5,209

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （4） 学校教育と福祉の連携の推進 子ども政策課・児童相談所
各区保健子ども課

H29 H30 Ｈ31

③ 児童虐待への対応強化

２　目的・成果

児童虐待の予防及び早期発見・早期対応を図るため、「熊本市要保護児童対策地域協議会」に
おいて、学校、地域、行政機関等の関係機関の連携を強化します。

目　的

検証指標 単位

ア 児童虐待の発生予防、早期発見及び児童への適切な支援を行います。

主な取組

基準値

H27 H28

実績値

児童虐待防止対策支援
事業

児童相談所

児童虐待に対して、児童相談所が地域の
医療、法律その他の専門機関等の協力を
得て、高度で専門的な対応を可能とする体
制を確保する。

要保護児童対策事業管
理経費

子ども政策課

虐待予防及び早期発見･対応のため、市
要保護児童対策地域協議会の運営と各区
に児童虐待相談員の配置等を行うとともに
職員の資質向上を図る。

代表者会議の開
催、ＳＶの業務委
託、研修等の派
遣

児童入所施設活動支援
経費

子ども政策課

児童福祉施設の入所児童を対象としたス
ポーツ大会を熊本県等と共催で実施する
とともに、年末に児童福祉施設を訪問し、
児童の激励を行う。

スポーツ大会や
年末の施設訪問
で記念品を贈呈

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

児童相談所管理運営経
費（児相分）

児童相談所
児童福祉法第11条及び第12条の規定に
基づき、児童の福祉に関する各種業務を
行う。

Ｈ31

４ヵ年の取組予定

産休等代替職員経費助
成

子ども政策課

概　要

児童福祉施設の職員が出産又は傷病の
ため長期にわたり休暇を必要とする場合、
代替職員を臨時的に雇用するための経費
を助成する。

代替職員の雇用
経費を助成

一時保護所管理運営経
費

児童相談所
児童相談所に附属し、おおむね2歳以上18
歳未満の子どもを対象に保護し、必要な援
助を行うための管理運営を行う。

一時保護所管理
運営の実施

児童自立支援施設事務
委託事業 （児相分）

児童相談所

生活指導等を要する児童を入所させ、社
会生活に適応できるよう支援するため、児
童自立支援施設に関する事務を熊本県に
委託する。

児童自立支援施
設事務の委託

親育ち支援事業 子ども政策課

子育てへの不安や悩みを抱える母親同士
が、情報交換や交流を通し子どもとの関わ
り方等を学び健やかな子育てができるよう
支援する。

虐待予防教室を
開催（北区）

児童入所施設措置経費
（児相分）

児童相談所

保護者のいない児童や保護者に監護させ
ることが不適当な児童の養育のため、児
童福祉施設入所や里親委託等に要する費
用を交付する。

児童福祉施設へ
の入所及び里親
委託等の実施

児童虐待防止ネット
ワーク事業

児童相談所
児童虐待の防止及び早期発見のため、医
療機関との連携推進を行う。

震災の影響によ
り中止

医療機関との
さらなる連携
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重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定
概　要

11 ア
助産・母子生活支援施
設措置経費

子ども政策課
各区保健子ども
課

助産施設での出産や保護を必要とする母
子の、母子生活支援施設への入所措置を
行う。

必要な妊産婦又
は母子に入所措
置を行う。
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（基本方針） （主な取組）

（５） 生涯を通して学び、その成果を地域に
　　　活かすことができる環境の整備

　①　生涯学習社会の構築

　②　図書館･博物館･美術館等の機能充実

　③　家庭教育力の向上

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：基本方針シート

基本方針 （５） 生涯を通して学び、その成果を地域に活かすことができる環境の整備

取組方針

市民が生きがいのある心豊かな生活を送れるよう、乳幼児期から高齢期まで各ライフステージの特徴に応じた
学習機会の充実を図るとともに、その成果を地域に活かすことができる環境を整えます。
また、地域や学校をはじめとする豊かなつながりの中で家庭教育が行われるよう、親子の育ちを応援する学習
機会を充実するとともに、市民と協働による家庭教育支援を強化します。これらの方針に基づき、以下の取組を
推進します。
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１　属性

H31 H35

現状
維持

現状
維持

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 イ

4 ウ

5 ウ

6 ウ

7 ウ

8 ウ

9 ウ

生涯学習情報システムによる学習情報の
収集・提供を行う。また、「出前講座」を実
施し、市民の学習機会の充実を図る。

生涯学習情報シ
ステムの充実

ふれあいフェスティバル
経費

生涯学習課
公民館等の講座受講生の学習成果の発
表の場として、熊本城二の丸広場でイベン
トを開催する。

熊本城ふれあい
フェスティバルの
実施

社会教育団体助成経費 教育政策課
社会教育関係団体の運営費助成等、社会
教育団体の活動充実のための支援を行
う。

社会教育関係団
体の運営費助成

公民館子ども活動支援
経費

14まちづくりセン
ター、5交流室

子どもや親子を対象とした講座や子どもた
ちが自らイベント等を企画・運営する「子ど
もチャレンジ公民館」を実施する。

子ども講座・子ど
もチャレンジ公民
館の実施

生涯学習推進経費 生涯学習課

民間団体などとのネットワークの強化を図り、多様な学習情報の収集・提供に努めます。

イ

－713,208 －

実績値 検証値

・「生涯学習情報システム」により、講座・イベント情報、講師・指導者情報、団体・サークル情報を提供する。
・公民館において、市民ニーズに応じた講座と社会の変化に対応するための講座をバランスよく提供する。また、学習成果を地域社会にいかす仕組
みを検討する。
・熊本地震で被災した中央公民館の基本・実施設計に基づき、本体工事を行いH30年度末の竣工を目指す。
・熊本市生涯学習指針を策定する。

公民館利用者数 人 827,530 558,096

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

Ｈ28

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （5） 生涯を通して学び、その成果を地域に活かすことができる環境の整備 教育政策課・生涯学習課
14まちづくりセンター、5交流室

H29 H30 Ｈ31

① 生涯学習社会の構築

２　目的・成果

国公私立大学や民間団体とのネットワークを強化するなど、学習情報の収集提供に努めるとともに、市
民ニーズに応じた学習機会を積極的に提供します。また、公民館等において、市民の主体的な学習や
活動支援するとともに、市民が学習成果を活かし地域に貢献できる機会や場を充実します。

市民のニーズに応じた学習機会を積極的に提供します。

基準値

H27 H28

目　的

ウ 公民館などにおいて市民が学習成果をいかせる機会や場を提供するとともに、市民の主体的な学習や活動を支援します。

検証指標 単位

ア

Ｈ30

４ヵ年の取組予定

Ｈ31

（震災）中央公民館災害
復旧経費

生涯学習課
熊本地震で甚大な被害を受けた中央公民
館の新築復旧を進め、新たな生涯学習、ま
ちづくり、防災拠点の整備を行う。

基本計画
基本・実施設計

基本・実施設
計
本体工事

本体工事

公民館施設整備経費
14まちづくりセン
ター、5交流室

公民館の効率的かつ計画的な施設整備を
行うとともに、公民館事業で必要な備品を
計画的に調達する。

公立公民館の計
画的な施設整備

主な取組

主催講座開催経費
14まちづくりセン
ター、5交流室

乳幼児から高齢者まであらゆる世代を対
象として、市民ニーズに応える講座等を開
催するとともに、行政課題や地域課題に応
じた講座に取り組む。

公民館講座の見
直し

まちづくりセン
ター等との連
携による公民
館講座の開催

一般管理経費
14まちづくりセン
ター、5交流室

生涯学習の拠点施設として、公立公民館
19館の管理運営を円滑に行う。

公立公民館の円
滑な管理運営

（震災）公立公民館・文
化ホール災害復旧経費

7まちづくりセン
ター、3交流室

熊本地震によって被災した公立公民館・文
化ホールの早期の事業再開を目指し、施
設の復旧を行う。

公立公民館・文
化ホールの復旧

Ｈ29
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重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

Ｈ28 Ｈ30

４ヵ年の取組予定

Ｈ31Ｈ29

10 ウ

11 ウ 生涯学習課 公立公民館の備品更新を行う。
公立公民館の
備品更新

公民館施設整備経費
（投資以外）

公民館施設整備経費
（文化ホール関連）

生涯学習課
富合ホール、火の君文化ホール、植木文
化ホールの音響、照明、舞台機構等の施
設維持補修を行う。

文化ホールの計
画的な施設整備
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１　属性

H31 H35

146 150

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 ア

9 ア

図書展、図書館
講座等の実施

施設管理経費 市立図書館 施設設備の維持管理を行う。
施設設備の維持
管理の実施

図書事業経費 市立図書館
読書に関する関心や理解を深めるための
自主事業を実施する。

子ども読書活動推進経
費

市立図書館
良書を紹介する冊子の配布やボランティア
と協働したおはなし会の開催など子ども読
書活動の推進を図る。

良書紹介や各種
行事の開催等に
よる読書活動の
推進

次期子ども読
書活動推進計

プラザ図書館図書整備
経費

市立図書館 プラザ図書館の図書資料の充実を図る。
プラザ図書館の
選書購入の実施

（資料充実経
費へ統合）

図書館相互利用関連経
費

市立図書館
連携中枢都市圏構想に基づき、近隣市町
村との図書館の相互利用を推進する。

相互利用に関す
る協定の締結
相互利用の開始

相互利用の促
進

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課
４ヵ年の取組予定

市立図書館、分館、プラザ図書館の入館者数 万人 143.6 111.2 127.1 － －

３　Ｈ30年度の取組

概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

２　目的・成果

図書館等の資料の充実やサービス向上、さらには、博物館のリニューアルによる展示環境の改善や内
容の充実など、生涯学習施設としての機能の充実を図ります。

目　的

ア
図書資料の充実・サービスの向上などに取り組み、読書しやすい環境の整備を進めます。また、読書活動啓発の取組を進め、読書活動の振
興に努めます。

イ
博物館のリニューアルを実施し、展示環境の改善や展示内容の充実を図ります。また、市民のニーズに対応した企画展の開催や、県・学校な
どと連携した事業展開により魅力ある博物館を目指します。

検証指標 単位
基準値

H27 H28 H29 H30 Ｈ31

実績値 検証値

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （5） 生涯を通して学び、その成果を地域に活かすことができる環境の整備 市立図書館・熊本博物館

② 図書館・博物館の機能充実
主な取組

図書管理システム関係
経費

市立図書館
貸出・返却、利用者等をシステム管理し、
業務の効率化と利用者の利便性を高め
る。

システムによる
貸出等のサービ
スの実施

新システム検討

システム更改
準備

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・連携中枢都市圏構想に基づき、近隣市町村との図書館の相互利用の推進に取り組む。
・震災記録の収集・保存・提供に取り組む。
・サービスを向上させるため、図書管理システムの更新準備を進める。
・熊本博物館リニューアル記念展（仮称）を開催する。
・子どもたちが自然や科学技術、伝統や文化など、様々なことを楽しく学べる場を提供する。
・学校教育における学習指導の充実のために、博物館の収蔵資料情報や学芸員の専門知識を提供する。

専門的知識を有した司書（嘱託職員）をカ
ウンター業務に従事させることにより、サー
ビス向上を図る。

司書によるカウン
ター業務の実施

新システムの
構築

資料充実経費 市立図書館
市立図書館、植木図書館、城南図書館、と
みあい図書館及び公民館図書室の図書資
料を充実させる。

本館、分館等の
選書購入の実施

本館、分館、プ
ラザ図書館等
の選書購入の
実施

図書館サービス向上経
費

市立図書館

図書搬送業務委託経費 市立図書館
市立図書館及び公民館図書室等を流通す
る図書の搬送業務を民間委託し、サービス
の向上を図る。

民間委託による
搬送業務の実施
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重

点

取

組

目

的

事業名 所管課
４ヵ年の取組予定

概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

10 ア

11 ア

12 ア

13 ア

14 イ

15 イ

16 イ

17 イ

18 イ

19 イ

20 イ

21 イ

22 イ

23 イ

24 イ

25 イ

26 イ

図書館施設整備経費 市立図書館
利用者が安全かつ快適に利用できるよう
に施設の環境整備を図る。（H29にハロン
庫のハロン化物消火設備修繕）

ハロン庫の消
火設備改修の
実施

(震災）震災記録の収
集・保存・提供

市立図書館 震災記録の収集、保存、提供に取り組む。
収集・整理・保存
の実施

収集・整理・保
存・提供の実
施

城南図書館指定管理料 市立図書館
城南図書館における指定管理にかかる経
費。

指定管理者によ
る管理運営の実
施 次期指定管理

者の公募・選
定

子ども科学・ものづくり
経費

熊本博物館
小中学生が、自然や科学技術・伝統や文
化等について、体験を通して楽しく学べる
場を提供する。

塚原歴史民俗資
料館を主会場と
した教室の開催

博物館を主会
場とした教室
の開催

（震災）図書館災害復旧
経費

市立図書館
熊本地震により一部損壊した城南図書館
の改修工事等を行う。

復旧工事の実施

博物館展示管理経費 熊本博物館
展示物の保全・展示環境の整備・収蔵資
料の管理等を行う。

収蔵資料等の管
理

細川家舟屋形修復等経
費

熊本博物館
重要文化財「細川家舟屋形」をリニューア
ル後の博物館に展示する。

「細川家舟屋形」
の解体等設計

解体及び
天井画等修復

博物館へ
移築・展示

博物館展示整備経費 熊本博物館 国指定重要文化財等の修復を行う。
建築等工事及び
展示改修

リニューアル
オープン・資料
修復等

一般管理経費 熊本博物館 博物館の管理運営業務を行う。
博物館の管理運
営

熊本博物館情報システ
ム開発経費

熊本博物館
展示解説や学芸活動支援システム等の導
入・更新を行う。

新システム開発
及び機器設置

新システム
運用開始

（城南町）歴史民俗資料
館管理経費

熊本博物館 資料館の管理運営業務を行う。
資料館の管理運
営

博物館情報システム関
係経費

熊本博物館 博物館情報システムの保守管理を行う。
現システムの維
持・管理

新システムの
維持・管理

（震災）博物館災害復旧
経費

熊本博物館 擁壁や収蔵資料の修復を行う。
被災資料等の修
復

（震災）博物館災害復旧
経費

熊本博物館 震災による博物館の被害を調査する。
建物被害調査の
実施

特別展等開催経費 熊本博物館
熊本博物館のリニューアル後、特別展等を
開催する。

特別展等の開
催

（震災）塚原歴史民俗資
料館災害復旧経費

熊本博物館 震災瓦礫等を廃棄する。 震災瓦礫の撤去

（震災）塚原歴史民俗資
料館災害復旧経費

熊本博物館 屋外展示施設等の復旧を行う。
施設及び被災資
料等の修復
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１　属性

H31 H35

125 136

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 3 ア

2 ア

家庭教育推進経費 青少年教育課

幼稚園における子育て
力向上推進事業

教育センター

保護者や地域住民を対象に市立幼稚園に
おいて子育て講演会等を開催し、親や地
域住民の子育てに対する認識と理解を深
める。

各園における講
演会等の実施

子を持つ保護者を中心に、家庭教育につ
いての学習機会を提供するとともに、その
重要性について啓発する。

家庭教育セミ
ナーの周知及び
開催

概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

４ヵ年の取組予定

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

114 115 128

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・入学説明会やPTAでの研修会等の保護者が集まる機会を効果的な学習機会と捉え、小・中学校を中心に講演会やワークショップによる家庭教育
セミナーを開催する。
・市立幼稚園において、子育ての相談や絵本の読み聞かせ、子育てに関する講演会等を実施し、子育てに対する知識や理解を深める。

－ －家庭教育セミナー等の実施校数（小・中学校） 校

３　Ｈ30年度の取組

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （5） 生涯を通して学び、その成果を地域に活かすことができる環境の整備 青少年教育課・教育センター

③ 家庭教育力の向上

家庭が本来の機能を回復できるように、子育て等の学習機会を提供するとともに、学校や地域、ＰＴＡが
一体となった子どもたちの教育に取り組みます。また、親としての学びを支援する効果的な学習機会を
提供し、地域の核となって家庭教育を推進するリーダーを育成します。

２　目的・成果

目　的

主な取組

ア 家庭教育に関する講座など市民のニーズに応じた学習機会を積極的に提供します。

H29 H30 Ｈ31

実績値 検証値
検証指標 単位

基準値

H27 H28
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（基本方針） （主な取組）

（６） 豊かな市民生活を楽しむための
　　　文化の振興

　①　文化活動の支援

　②　歴史的文化遺産の保存整備と活用

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：基本方針シート

基本方針 （６） 豊かな市民生活を楽しむための文化の振興

取組方針
関係機関と連携し、歴史的文化遺産の適切な保存･活用に努めるとともに、多様化する市民ニーズに対応した伝
統文化の継承や後継者育成への支援、新たな文化の創造やエンターテインメントなどに触れ合う機会の拡充を
図るため、以下の取組を推進します。
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１　属性

H31 H35

35 35

20 20

12 12

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 イ

7 ウ

２　目的・成果

伝統文化を始め、様々な文化芸術を継承する担い手育成に取り組むとともに、市民会館や現代美術館
など文化施設におけるコンサート・企画展などの開催による文化芸術の幅広い発信や、学校等での出張
化公演等による市民が身近な場所で文化に触れ合う機会の提供に努めます。

ア 伝統芸能の後世への伝承はもとより、様々な文化芸術の分野において、次代の担い手の育成に取り組みます。

イ 地域の公民館や学校等で、邦楽や伝統工芸などの出張公演を行うことで、文化芸術に接する機会の少ない人たちに鑑賞機会を提供します。

基準値

文化団体助成及び人づくり基金助成の件数 件 33

目　的
ウ

市民会館や現代美術館等の文化施設おいて、魅力あるコンサートや企画展、講演会などを開催し、文化芸術の発信基地と位置づけた管理運
営を行います。

エ 地域の文化団体などとの連携により新たな芸術文化を創造し、これをいかしたまちづくりに取り組みます。

検証指標 単位
H27 H28 H29 H30 Ｈ31

29 30

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （6） 豊かな市民生活を楽しむための文化の振興 文化振興課・市民会館

① 文化活動の支援

主な取組

－ －

実績値 検証値

－

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・伝統芸能等保存団体への事業費補助や、伝統工芸その他様々な文化芸術の分野における人材育成への補助を行う。
・小・中学校での出張講座等の開催など、市民が芸術文化に親しむ機会を提供する。
・被災した文化施設等の復旧に取り組む。
・市民が多彩な文化に親しみ、創造する機会を拡大するための支援を行う。

－ －

文化施設での市主催公演の件数 件 9 8 5 －

学校等への出張公演の件数 件 19 20 18

Ｈ31

大会の実施

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

４ヵ年の取組予定

草枕国際俳句大会開催
経費

文化振興課
夏目漱石を顕彰し、「熊本と俳句」を全国に
発信する国際色豊かな俳句大会を開催す
る。

文化活動支援経費 文化振興課

社会の各分野において指導的役割を果た
す創造性豊かな人材を育成するため、個
人・団体に対し、研修・研究等への援助を
行う。

研修費等の援助

熊本県文化協会への補助、熊本市地域文
化創造協議会への負担金など市民文化活
動の支援を行う。

市民文化活動の
支援

人づくり基金経費 文化振興課

指定管理者に
より継続実施

伝統的工芸品普及経費 文化振興課
伝統的工芸品の普及常用の拡大を図ると
ともに、後継者育成のため人材育成を目
指す。

担い手育成事業
出張講座
ワークショップ

文化団体助成 文化振興課
伝統芸能等の保存会への保存振興事業
費の補助や顕彰会等の文化関係団体へ
の顕彰・公開等の事業費補助を行う。

文化団体への事
業費補助

文化事業推進経費 市民会館

市民会館他文化ホールを活用した自主文
化事業及び学校での出張講座等の開催に
より、市民が芸術文化に親しむ機会を提供
する。

学校での出張講
座
子どものための
鑑賞事業他の実
施

市民会館において、利用者（住民）のニー
ズに対応した柔軟かつ丁寧なサービスを
行うとともに、より質の高い舞台芸術を提
供する。

舞台技術の提供
による催事の運
営

舞台業務管理運営経費 市民会館
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Ｈ31

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

４ヵ年の取組予定

8 ウ

9 ウ

10 ウ

11 ウ

12 ウ

13 ウ

14 ウ

15 ウ

16 ウ

17 ウ

18 ウ

19 ウ

20 ウ

21 エ

22 エ

市民会館管理運営経費 文化振興課
ホールや会議室など、会館の基本的な管
理運営を行う。

市民会館の円滑
な管理運営

指定管理者に
よる管理運営

市民会館施設維
持管理

美術館施設整備経費 文化振興課
現代美術館の施設を改善し充実させること
で、本市の美術文化の拠点施設として、よ
り利用しやすく安全な施設とする。

美術館施設維持
管理

美術作品等収集経費 文化振興課
美術作品等収集審査委員会を設置し、収
集審査委員会における作品の選定に基づ
いて作品を購入する。

収集審査委員会
開催

市民会館運営経費 文化振興課
市民会館の管理運営及び施設の維持管
理を行う。

市民会館指定管理移行
準備経費

市民会館
復旧工事後の営業期間中における受付及
び舞台業務委託経費。

施設の安全確保と設備機能の充実及び長
寿化を図り、計画的に改修・整備を行う。

健軍文化ホール
施設維持管理

健軍文化ホール施設整
備事業

文化振興課

健軍文化ホール会館維
持経費

文化振興課
健軍文化ホールの管理運営及び施設の維
持管理を行う。

指定管理業務委
託

（震災）文化施設災害復
旧経費

文化振興課
市民会館及び健軍文化ホールの復旧を行
う。

復旧工事
Ｈ28被害調査、
設計、工事

H29工事

市民会館施設整備事業 文化振興課
施設の安全確保と設備機能の充実及び長
寿化を図り、計画的に改修・整備を行う。

地域の文化芸術
活動助成事業

昇降機設備改
修

指定管理者に
よる管理運営

指定管理移行
を円滑に行う
準備経費

（震災）現代美術館災害
復旧経費

文化振興課

くまもと工芸会館整備
事業

文化振興課
施設の安全確保と設備機能の充実及び長
寿化を図り、計画的に改修・整備を行う。

高圧引込開閉器
取替工事完了

くまもと工芸会館管理
運営業務委託経費

文化振興課
くまもと工芸会館の管理運営及び施設の
維持管理を行う。

指定管理業務委
託

現代美術館内展示パネル等の復旧を行
う。

修復工事完了

地域の芸術文化環境づ
くり支援事業

文化振興課

芸術文化を活かしたま
ちづくり推進経費

文化振興課

芸術文化を活かした街づくりを通して、市
民の芸術文化に親しむ機会の充実と新た
な賑わい創出や魅力ある都市づくりにつな
げる。

芸術文化会議開
催
ワークショップ

（震災）くまもと工芸会
館災害復旧経費

文化振興課 くまもと工芸会館のフェンス修復を行う。 修復工事完了

排煙窓交換修
繕

（財）地域創造へ指定都市として負担金を
支出し、市民の文化芸術活動を側面から
支援する。
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１　属性

H31 H35

41 42

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

8 ア

9 ア

史跡保存活用経費 文化振興課

文化財保存修復経費

活用方法検討

文化財保全・調査経費 文化振興課
熊本市内にある指定・未指定文化財につ
いて調査検討のうえ、必要な保全・保護策
を実施する。

市民共有の歴史的文化遺産を調査するとともに、適正に保存・整備・活用し、後世に継承していきます。

イ 貴重な文化遺産である埋蔵文化財の保存に努めるとともに、必要な発掘調査を行います。

基準値

H27

ア

実績値 検証値

－ －

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・熊本地震により被災した文化財の復旧を行う。
・西南戦争遺跡や近代日本を支えた郷土の先哲について、関係自治体と連携した企画展の実施や、歴史講座の開催、パンフレット等の作成など効
果的なＰＲ・活用を図る。
・熊本地震により被害を受けた地域の復旧や復興の工事等に遅れが生じないよう速やかに埋蔵文化財の発掘（確認）調査を行う。
・熊本城の復旧に係る調査と記録を行うとともに復旧事業を推進する。

市が所管する指定・登録文化財のうち通常公開を行ってい
る文化財数

件 44 26 29

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （6） 豊かな市民生活を楽しむための文化の振興 文化振興課・熊本城調査研究
センター・熊本城総合事務所

H28 H29 H30 Ｈ31

② 歴史的文化遺産の保存整備と活用

２　目的・成果

目　的

ウ 熊本城跡を総合的に調査研究し、その調査研究成果について広く情報発信を行います。

検証指標 単位

市民共有の財産である歴史的文化遺産や埋蔵文化財などを適切に保存整備するとともに、これらの情
報や研究成果の発信を通して文化財に対する市民の理解を深めます。特に、熊本城跡については、総
合的に調査研究し、適切に保存整備を進めるとともに、熊本市のシンボルとして幅広い情報発信や交流
促進のための利活用に取り組みます。

主な取組

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

Ｈ31Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

４ヵ年の取組予定

史跡公園管理経費 文化振興課
史跡公園（５ヶ所）の経常的な管理運営を
行う。

史跡公園の適正
な維持管理
パンフレット作成

（史跡公園管
理経費へ統
合）

史跡公園として適切な管理を行い文化財
を適正に保存活用する。

川尻米蔵保存活
用計画書の刊行

高麗門測量
泰勝寺跡駐車
場樹木伐採

高麗門跡整備
設計

文化振興課
重要な文化財を損壊や滅失から守るた
め、保存修復工事を行う。

川尻米蔵の保存
修復工事

復旧工事完了

スイゼンジノリ発
生地保全のため
水草回収を実施

文化施設整備経費 文化振興課
記念館など施設の修理改修等を行い、参
観者の安全を確保するとともに、利便性の
向上・入館者数の拡大を図る。

石光真清旧居の
適正な維持管理

文化財一般管
理経費へ統合

池辺寺跡維持管理経費 文化振興課
Ｈ24～27年度に整備した池辺寺跡の維持
管理を行う。

パンフレット等の
作成、配布　史
跡の適正な維持
管理

（史跡公園管
理経費へ統
合）

リデル、ライト両女史記
念館指定管理経費

文化振興課
リデル、ライト両女史記念館の管理運営及
び施設の維持管理を行う。

指定管理業務委
託

田原坂西南戦争資料館
管理経費

文化振興課
田原坂西南戦争資料館の管理運営及び
施設の維持管理を行う。

資料館の管理運
営・維持管理
パンフレット等の
作成

記念館管理 文化振興課
文化財課所管の記念館の管理運営及びそ
の他の施設の維持管理を行う。

記念館の適正な
維持管理
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重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

Ｈ31Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

４ヵ年の取組予定

10 ア

11 ア

12 ア

13 ア

14 ア

15 イ

16 イ

17 イ

18 イ

19 イ

20 ウ

21 ア

22 ア

23 ア

24 ア

25 ア

26 ① ア

記念館保全活用経費 文化振興課
記念館の広報ＰＲ、イベント等の開催、展
示改善計画の策定などを行うとともに、漱
石アニバーサリー事業を実施する。

バスへのシート
広告・ポスター広
告、歴史体験バ
スツアー実施

インターネット
を活用した情
報発信、歴史
体験バスツ
アー実施

（記念館管理
へ統合）

（震災）文化財等応急対
応経費

文化振興課
熊本地震による被災した文化財や所管施
設に対する緊急・応急対応を行う。

被災した文化財
の応急的な養生
等を実施

西南戦争遺跡群連携事
業

文化振興課
西南戦争遺跡について、関係自治体と連
携して、歴史講座の開催やパンフレット等
の作成など効果的なＰＲ・活用を図る。

歴史講座の開催
副読本等のパン
フレット等の作
成、配布

熊本遺産魅力発信事業 文化振興課
歴史的魅力を有する文化財群を一定の
テーマでパッケージ化し、ストーリーを「熊
本遺産」として総合的に整備する。

夏目漱石記念年
西南戦争
郷土の先哲

140年記念事
業

（震災）文化財等災害復
旧経費

文化振興課
熊本地震による被災した文化財や所管施
設に対する緊急・応急対応を行う。

熊本地震により
被災した文化財
等の災害復旧

埋蔵文化財施設管理経
費

文化振興課
施設管理を行い、発掘調査により得られた
資料の適正な保存と体験学習などを通し
て埋蔵文化財への理解を深める。

各埋蔵文化財資
料室の適正な維
持管理

池辺寺遺跡保存整備経
費

文化振興課
Ｈ27年度に終了した保全整備工事の報告
書の刊行、案内板の設置等を行う。

報告書の刊行、
案内板の設置等

新「一口城主」募集経費
熊本城総合事務
所

「一口城主」制度として寄附を募り、熊本城
復元整備事業の財源とする。

Ｈ28年4月21日以
降休止

熊本城調査研究事業
熊本城調査研究
センター

特別史跡熊本城跡の調査研究を計画的・
継続的に行う。

継続的な調査研
究

埋蔵文化財調査経費 文化振興課
開発に伴い遺跡が壊される場合に発掘調
査を行い、国民的文化遺産である埋蔵文
化財の記録保存を行う。

包蔵地内の開発
行為に対して発
掘調査を実施

（震災）文化財収蔵庫整
備事業

文化振興課
熊本地震により被害を受けた北部構造改
善センター（体育館）を収蔵庫として利用す
るため整備を行う。

熊本城環境整備等経費
熊本城総合事務
所

熊本城内の樹木の良好な管理及び危険木
伐採など熊本城の環境整備を行う。

復旧事業の中で
工事の支障とな
る樹木等を伐採

復旧事業以外
の二の丸広場
等の高木樹木
等の伐採

（熊本城施設
管理経費へ統
合）

（震災）「復興城主」募集
経費

熊本城総合事務
所

熊本城復旧復元事業の財源へ充当するた
め、復興城主制度として寄付を募る。

Ｈ28年11月1日よ
り寄附金募集開
始

熊本城施設管理経費
熊本城総合事務
所

熊本城公園一体の適切な維持管理を行
う。

熊本城公園の適
切な維持管理の
実施

熊本城跡保存活用推進
経費

熊本城調査研究
センター

特別史跡熊本城跡保存活用委員会を開催
し、熊本城の保存活用及び今後の修復を
含めた審議を行う。

特別史跡熊本城
跡保存活用委員
会の開催

北部構造改善
センター（体育
館）の改修

文化財収蔵庫整備事業 文化振興課
北部構造改善センター（体育館）を収蔵庫
として利用し、適正な維持管理を行う。

文化財収蔵庫
の適正な維持
管理

（震災）熊本城災害復旧
経費

熊本城調査研究
センター
熊本城総合事務
所

熊本城の本格復旧に係る文化財の価値を
保持するための調査・記録を行う。
熊本城復旧基本計画に基づき、熊本城復
旧にかかる調査・設計・復旧工事を実施す
る。

復旧に伴う調査・
記録等の実施
復旧事業の実
施・推進
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（基本方針） （主な取組）

（７） 生涯を通して健康に過ごすための
　　　スポーツの振興

　①　スポーツ機会の充実

　②　競技力の向上

　③　スポーツ施設の設備・機能充実

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：基本方針シート

基本方針 （７） 生涯を通して健康に過ごすためのスポーツの振興

取組方針
誰もが健康で、生涯にわたりスポーツに親しみ、豊かなスポーツライフにつなげることができるよう、以下の取組
を推進します。
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１　属性

H31 H35

7,000 7,200

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

主な取組

① スポーツ機会の充実

市民がそれぞれのライフステージに応じて、日常的にスポーツに親しむことができる機会を拡充するた
めに、スポーツ施設予約システムの活用や校区体育協会や総合型地域スポーツクラブなどの地域団体
によスポーツ活動を支援します。

２　目的・成果

目　的 ア 多様なスポーツに親しめるよう、総合型地域スポーツクラブなどの地域団体によるスポーツ活動を支援します。

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （7） 生涯を通して健康に過ごすためのスポーツの振興 スポーツ振興課

検証指標 単位
基準値 実績値 検証値

H27 H28 H29 H30 Ｈ31

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

－

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・総合型地域スポーツクラブについては、21の地域団体へ支援を行い、地域スポーツの推進を図る。
・地震後、施設の安全確認ができた市内の小中学校の体育館、運動場、武道場及びテニスコートについて順次夜間開放を実施する。
・来年度の新たな夜間開放に向けて関係機関との調整を行う。

総合型地域スポーツクラブの会員数 人 6,744 6,166 6,869 －

４ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

総合型地域スポーツク
ラブ推進経費

スポーツ振興課

学校施設や公共スポーツ施設を活用し、
他種目・多世代型のスポーツクラブを地域
に育成する。H31までラグビー・ハンドのPR
イベントを実施する。

総合型地域ス
ポーツクラブ全体
交流会の実施

市民スポーツフェスタ経
費

スポーツ振興課

市民総参加型のスポーツイベントとして、
各種スポーツ大会等を年４回開催する。
H31までラグビー・ハンドのPRイベントを実
施する。

市民スポーツフェ
スタの開催

子どもスポーツ教室 スポーツ振興課
放課後等に学校の施設を活用して、子ども
たちの安全・安心なスポーツ活動拠点（居
場所）づくりを行う。

子どもスポーツ
教室の実施

学校体育施設夜間開放
経費

スポーツ振興課
地域スポーツの振興のため、夜間、学校
施設（体育館・運動場・武道場・テニスコー
ト）を一般の利用に開放する。

新設の学校施設
の一般利用開放
の検討

新設の学校施
設の一般利用
開放の開始
（田迎西小、力
合西小、龍田
西小）

社会体育振興経費 スポーツ振興課
スポーツ推進委員の報酬支払、ユニフォー
ム作成、各種スポーツ大会の開催等を行
う。

スポーツ推進委
員の活動の支援

海洋センター連絡協議
会等支援事業

スポーツ振興課
Ｂ＆Ｇ地域海洋センターとの相互の連携、
情報の交換及び調査研究を行い、市民の
健康づくりにつなげる。

B&G海洋セン
ターとの連携及
び情報交換の実
施
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１　属性

H31 H35

225 230

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

主な取組

② 競技力の向上

競技団体等と連携し、各種スポーツの指導者養成を支援するとともに、スポーツ愛好者から競技者まで
の個人の体力や競技力に応じた運動メニューの提供などを進めます。

２　目的・成果

目　的 ア
競技団体等の指導者養成を支援するとともに、スポーツリーダー（指導者）の派遣により、スポーツ愛好者から競技者まで個人の体力や技術
力に応じた運動メニューの提供などを進めます。

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （7） 生涯を通して健康に過ごすためのスポーツの振興 スポーツ振興課

検証指標 単位
基準値 実績値 検証値

H27 H28 H29 H30 Ｈ31

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課 概　要

－

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・スポーツ関係団体等の長期的かつ安定した運営が図れるよう支援を行うことで、様々なニーズに合わせたスポーツイベントの開催など、スポーツ
機会の充実を図る。
・スポーツ活動において著しい功績を残した競技者、チーム、スポーツ指導者等を対象としたスポーツ顕彰制度を活用し、市民のスポーツ活動に対
する意欲の喚起を図る。

国体出場者数（熊本市在住　選手・監督者数） 人 266 266 207 －

４ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

各種団体助成 スポーツ振興課
市民スポーツの普及と振興を図るため、ス
ポーツ関係団体等に助成を行う。

スポーツ関係団
体等に対する適
正な助成

スポーツ振興基金経費 スポーツ振興課
市民スポーツの活動支援として、国際・全
国大会等における優秀な成績を収めた選
手への顕彰並びに大会出場激励を行う。

顕彰並びに激励
金の交付
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１　属性

H31 H35

279 279

４　目的を達成するための手段（行政活動）

1 ア

2 ア

3 ア

4 ア

5 ア

6 ア

7 ア

主な取組

③ スポーツ施設の設備・機能充実

市民の誰もが安全に利用できるようスポーツ施設の適切な維持・改修に努めるとともに、多様化するス
ポーツに対する市民ニーズへ対応するため、スポーツ施設の機能改善や競技備品の充実を推進しま
す。

２　目的・成果

目　的 ア 既存スポーツ施設の機能改善により、多様化するスポーツコンベンションや市民ニーズへの対応及び市民の利便性の向上を図ります。

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：事業概要シート

基本方針 （7） 生涯を通して健康に過ごすためのスポーツの振興 スポーツ振興課

検証指標 単位
基準値 実績値 検証値

H27 H28 H29 H30 Ｈ31

－

３　Ｈ30年度の取組

Ｈ30年度事業の特
徴（主な具体的取
組）

・熊本地震により被災したスポーツ施設について、二次災害等による危険性の排除を行なうとともに、地震の影響によるスポーツ機会の減少や体力
の低下を防ぐため施設の早期復旧に取組む。
・新市基本計画に基づき、植木体力・健康づくり拠点（仮称）整備事業を推進する。
・広域的なスポーツ施設の有効活用を推進するため、インターネットを通じたスポーツ施設案内予約システムを活用する。

スポーツ施設利用者数 万人 279 139 213 －

重

点

取

組

目

的

事業名 所管課

公設運動施設整備経費 スポーツ振興課
スポーツ施設の改修や機能充実を図り、
市民がスポーツに親しめる機会の拡充を
行う。

施設改修及び機
能充実

社会体育施設管理運営
委託経費

スポーツ振興課
熊本市総合体育館・青年会館をはじめとす
る7施設を効率的な管理運営のため指定
管理者に管理委託する。

施設の管理委託

委託期間満了

次期指定管理
事業者の公募

概　要
４ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

施設の管理委
託

公設運動施設維持管理
経費

スポーツ振興課
スポーツ施設の修繕等、適切な維持管理
を行う。

修繕等、適切な
維持管理の実施

社会体育施設整備経費 スポーツ振興課
学校体育施設を夜間開放するため、夜間
照明施設の改修等を行う。

老朽化している
夜間照明灯の改
修

植木体力・健康づくり拠
点整備事業

スポーツ振興課
新市基本計画に基づき、植木体力・健康づ
くり拠点（仮称）整備事業を推進する。

新市基本計画に
基づく整備事業
の推進

施設整備完了 施設供用開始

（震災）公設運動施設災
害復旧経費

スポーツ振興課
熊本地震により被害を受けた施設につい
て、H29年度内の早期復旧を目指す。

被害施設の復旧
工事

水前寺競技場改修事業 スポーツ振興課
水前寺競技場の耐震化・改修を図り、市民
がスポーツに親しめる機会の拡充を行う。

メインスタンド耐
震工事完了

陸連公認競技
場としての施
設整備・備品
購入

備品購入・機
能拡充の検討
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教 育 目 標 

◎人権尊重の理念のもと、学校・家庭・地域社会における様々な教育活動を通して、社会全体で子どもたちの「社会を生き抜く力」を育成する。 
◎多様な教育機能の整備・充実を図り、歴史的文化遺産を継承し、市民の生涯にわたる自発的な学習活動を奨励・支援する。 

熊本市教育方針 
本市教育は、恵まれた自然と先人が築いた伝統文化のもとで、社会の進展に対応する教育を構築しながら、公共の精神を尊び、豊かな人間性と

創造性を備え、「徳・知・体」の調和のとれた次代を担う子どもたちの育成に努めるとともに、市民が生涯にわたって、健康で生きがいと潤いのあ

る生活を営むことができる生涯学習社会の実現を目指す。 

このような教育を推進するにあたり、学校・家庭・地域社会は、人間尊重の精神を基本にしながら、それぞれの責任と使命を自覚し、連携して

取り組むこととする。 

 

重 点 的 取 組 
（１）いのちを大切にする心の教育の充実と、いじめや不登校への細やかな対応 

（２）確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進 

（３）教員が子どもと向き合うための体制の整備 

（４）学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進 

 
基 本 理 念 

徳・知・体の調和のとれた人づくり～教育都市くまもとを目指して～ 

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度） 
［熊本市教育大綱］ 

 
取 組 の 方 向 

（１）徳・知・体の調和のとれた教育の推進 

①豊かな心を育む教育の推進 

②確かな学力を育む教育の推進 

③健やかな体を育む教育の推進 

④社会の変化に対応した教育の推進 

⑤まちづくりとの連携と郷土学習の推進 

（２）子ども一人ひとりを大切にする教育の推進 

①いじめ不登校などに対する相談・支援体制の充実 

②特別支援教育の推進 

③教員が子どもと向き合う時間の拡充 

（３）安全で良好な教育環境の整備 

①子どもたちの身近な安全対策の充実 

②最適な学習環境の整備 

③学校規模の適正化と家庭・地域社会との連携強化 

④放課後児童対策の推進 

（４）学校教育と福祉の連携の推進 

①障がいに関する相互理解の促進 

②ライフステージに応じた継続的な支援の充実 

③児童虐待への対応強化 

（５）生涯を通して学び、その成果を地域に活かすことができる環境の整備 

①生涯学習社会の構築 

②図書館･博物館･美術館等の機能充実 

③家庭教育力の向上 

（６）豊かな市民生活を楽しむための文化の振興 

①文化活動の支援 

②歴史的文化遺産の保存整備と活用 

（７）生涯を通して健康に過ごすためのスポーツの振興 

①スポーツ機会の充実 

②競技力の向上 

③スポーツ施設の設備・機能充実 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

熊本市教育振興基本計画（平成28～31年度） 

[熊本市教育大綱]実施計画 

 

編 集 熊本市教育委員会 
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